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添３－ニ第 17 図(１) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデル

による伝達関数の比較（中央地盤） 

はぎとり地盤モデル 

観測記録 
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※東側地盤観測点については，Ｇ.Ｌ.－2ｍの観測記録が無いため， 

Ｇ.Ｌ.－18ｍ以深の記録を用いて作成している。 

添３－ニ第 17 図(２) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデル

による伝達関数の比較（東側地盤） 

はぎとり地盤モデル 

観測記録 
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添３－ニ第 17 図(３) 観測記録に基づく伝達関数とはぎとり地盤モデル

による伝達関数の比較（西側地盤） 

はぎとり地盤モデル 

観測記録 
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添３－ニ第 18 図 2011 年東北地方太平洋沖地震 3 地盤のはぎとり波の 

応答スペクトル （標高－70ｍ，減衰定数（ｈ）＝0.05） 
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添３－ニ第 19 図 微動アレー観測点位置 
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(ａ) 微動アレー探査結果から推定したＳ波速度構造 

 

 
(ｂ) 微動アレー探査結果に基づく地震基盤～解放基盤表面の増幅比 

 
 

添３－ニ第 20 図 各微動アレー観測点のＳ波速度構造及び 

      地震基盤～解放基盤表面の増幅比の比較 
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添３－ニ第 21 図 観測地震の震央分布 

Δ：震央距離 
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プレート間地震 海洋プレート内地震 
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添３－ニ第 22 図(１) 地震発生様式別応答スペクトル 

（標高－70ｍ，ＮＳ成分，減衰定数（ｈ）＝0.05） 

No.2（2002.10.14 青森県東方沖 Ｍ6.1） 
No.4（2003. 9.26 2003 年十勝沖地震 Ｍ8.0） 
No.6（2011. 3.11 2011 年東北地方太平洋沖地震 Ｍw9.0） 

No.1（1996. 2.17 三八上北地方 Ｍ4.3） 

No.3（2003. 5.26 宮城県沖 Ｍ7.1） 
No.5（2008. 7.24 岩手県沿岸北部 Ｍ6.8） 
No.7（2011. 4. 7 宮城県沖 Ｍ7.2） 
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プレート間地震 海洋プレート内地震 
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添３－ニ第 23 図(１) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較） 
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添３－ニ第 23 図(２) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較） 

（ＥＷ成分，減衰定数（ｈ）＝0.05） 
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添３－ニ第 23 図(３) 地震別応答スペクトル（観測深度の比較） 

（ＵＤ成分，減衰定数（ｈ）＝0.05） 
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添３－ニ第 24 図 地震波の到来方向別の検討に用いた地震の分布 
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添３－ニ第 25 図(１) 地盤観測点（東側）の到来方向別の応答スペクトル比 
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地盤観測点（東側）／代表地盤観測点（ＵＤ方向） 
 

 

 

 

添３－ニ第 25 図(２) 地盤観測点（東側）の到来方向別の応答スペクトル比 
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地盤観測点（西側）／代表地盤観測点（ＮＳ方向） 
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添３－ニ第 25 図(３) 地盤観測点（西側）の到来方向別の応答スペクトル比 

周期(s) 周期(s) 
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地盤観測点（西側）／代表地盤観測点（ＵＤ方向） 
 

 

 

添３－ニ第 25 図(４) 地盤観測点（西側）の到来方向別の応答スペクトル比 

周期(s) 周期(s) 
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添３－ニ第 26 図 深部地盤モデルによる増幅特性とスペクトル 

インバージョン解析の増幅特性の比較 
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添３－ニ第 27 図 深部地盤モデルによる増幅特性と 

経験的サイト増幅特性の比較 
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添３－ニ第 31 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」の断層面の位置（三陸沖北部～宮城県沖） 
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添３－ニ第 31 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」の断層面の位置（三陸沖北部～根室沖） 
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添３－ニ第 32 図 検討用地震の選定（Noda et al.（2002）(29)による比較）

（海洋プレート内地震） 
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添３－ニ第 33 図 「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置 

(１) 断層配置図 

(２) 断層面（敷地前面に想定する地震） 
（Ａ－Ａ’断面図） 
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添３－ニ第 34 図 原子力安全基盤機構（2004）(31)による 

地震域区分毎の地震発生上下限層分布図 

（ａ）地震域区分毎のＤ10％(ｋｍ)の分布 （ｂ）地震域区分毎のＤ90％(ｋｍ)の分布 

東北東部 東北東部 
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添３－ニ第 35 図 敷地周辺の小・微小地震の震央分布及び震源の鉛直分布 

（1997 年 10 月～2011 年 12 月） 
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添３－ニ第 36 図 敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果 
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※出戸西方断層の地震の規模は，震源断層面が地震発生層の上限から下限（厚さ 12km）まで拡がって

いることと，断層傾斜角（70°）を考慮し断層長さを求め， 以下の式
（６２）（６６）（７６）

により算定する。 

Ｗ＝12 / sin70°＝12.8km      Ｗ：断層幅（km） 

Ｌ＝Ｗ＝12.8km           Ｌ：断層長さ（km） 

Ｓ＝Ｌ×Ｗ             Ｓ：断層面積（km2） 

Ｍ0＝{Ｓ/（2.23×10-15）}1.5     Ｍ０：地震モーメント（dyne･cm） 

LogＭ0＝1.17Ｍ＋17.72             Ｍ：気象庁マグニチュード 
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添３－ニ第 39 図 敷地に影響を与えるおそれがあると考えられる地震の 
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出戸西方断層による地震（M6.5，Xeq=8.1km） 

横浜断層による地震（M6.8，Xeq=22km） 

折爪断層による地震（M7.7，Xeq=70km） 

上原子断層～七戸西方断層による地震（M7.7，Xeq=42km） 

 
※Xeq=等価震源距離 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)



３－ニ－164 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添３－ニ第 40 図 短周期レベルと既往スケーリング則の比較 

※１：片岡ほか（2006）
（４８）

による。 

※２：諸井ほか（2013）
（３８）

の１個の SMGA をここではひ

とつの地震として表示している。 
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添３－ニ第 41 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の 

断層モデル（三陸沖北部～宮城県沖の連動，基本モデル） 
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添３－ニ第 41 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の 

断層モデル（三陸沖北部～根室沖の連動，基本モデル） 
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添３－ニ第 43 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の

断層モデル（三陸沖北部～宮城県沖の連動，SMGA 位置

の不確かさケース） 
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添３－ニ第 43 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の断層モデル(三陸沖北部～根室沖の連動，SMGA 位置

の不確かさケース) 
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（ｂ）観測記録の波形 

添３－ニ第 44 図(１) 要素地震の震央位置及び観測記録の波形 

（プレート間地震）（三陸沖北部～宮城県沖の連動） 
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添３－ニ第 44 図(２) 要素地震の震央位置及び観測記録の波形 

（プレート間地震）（三陸沖北部～根室沖の連動） 
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添３－ニ第 45 図(１) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応答ス

ペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～宮城県沖の連動，基本モデル）（水平方向） 
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添３－ニ第 45 図(２) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の応

答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～宮城県沖の連動，基本モデル）（鉛直方向） 
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添３－ニ第 45 図(３) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～宮城県沖の連動，SMGA 位置の 

不確かさケース）（水平方向） 
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添３－ニ第 45 図(４) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～宮城県沖の連動，SMGA 位置の 

不確かさケース）（鉛直方向） 
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添３－ニ第45図(５) 「2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～根室沖の連動，基本モデル） 

（水平方向） 
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添３－ニ第 45 図(６) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～根室沖の連動，基本モデル） 

（鉛直方向） 
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添３－ニ第 45 図(７) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～根室沖の連動，SMGA 位置の不確かさ

ケース）（水平方向） 
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添３－ニ第 45 図(８) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」

の応答スペクトル（断層モデルを用いた手法） 

（三陸沖北部～根室沖の連動，SMGA 位置の不確かさ

ケース）（鉛直方向） 
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添３－ニ第 46 図 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

（基本モデル・短周期レベルの不確かさケース） 
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添３－ニ第 48 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

（断層位置の不確かさケース） 
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添３－ニ第 48 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

（地震規模の不確かさケース） 
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添３－ニ第 49 図 海洋プレート内地震の観測記録に基づく補正に関する検討 
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注）実線は，「Noda et al. (2002)(29)による応答スペクトル」に対する「解放基盤表面相当位置（標高

-70ｍ）における観測記録に基づく応答スペクトル」の比を平均したものを表す。観測記録として

は，1995 年 12 月から 2008 年９月の間に観測されたＭ5.5 以上，震源距離 250km 以内，深さ 60km

以深であるプレート内地震の５記録を用いた。 

   観測記録に基づく応答スペクトル 

 Noda et al.(2002)(29)による応答スペクトル 
： の平均値 

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比 

周 期(s) 

（１）水平方向 

Noda et al. (2002)(29)の３倍の補正係数 ： 
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添３－ニ第 50 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（応答スペクトルに基づく手法） 

（水平方向） 

基本モデル及び短周期レベルの不確かさケース（M7.2,Xeq=85.4km） 

位置の不確かさケース（M7.2,Xeq=78.4km） 

地震規模の不確かさケース（MW7.4,Xeq=86.2km） 
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添３－ニ第 50 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（応答スペクトルに基づく手法） 

（鉛直方向） 

基本モデル及び短周期レベルの不確かさケース（M7.2,Xeq=85.4km） 

位置の不確かさケース（M7.2,Xeq=78.4km） 

地震規模の不確かさケース（MW7.4,Xeq=86.2km） 
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添３－ニ第 51 図(１) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（基本モデル，水平方向） 
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添３－ニ第 51 図(２) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（基本モデル，鉛直方向） 
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添３－ニ第 51 図(３) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（短周期レベルの不確かさケース，水平方向） 
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添３－ニ第 51 図(４) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（短周期レベルの不確かさケース，鉛直方向） 
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添３－ニ第 51 図(５) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（断層位置の不確かさケース，水平方向） 
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添３－ニ第 51 図(６) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（断層位置の不確かさケース，鉛直方向） 
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添３－ニ第 51 図(７) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（地震規模の不確かさケース，水平方向） 
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添３－ニ第 51 図(８) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（地震規模の不確かさケース，鉛直方向） 
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添３－ニ第 52 図 「出戸西方断層による地震」の断層モデル 

（基本モデル・短周期レベルの不確かさケース） 
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添３－ニ第 54 図 「出戸西方断層による地震」の断層モデル 

（断層傾斜角の不確かさケース・断層傾斜角と 

短周期レベルの不確かさを重畳させたケース） 
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添３－ニ第 55 図(１) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（応答スペクトルに基づく手法）（基本モデル・短周期

レベルの不確かさケース，水平方向） 

Kanno et al.(2006)(45)                    Abrahamson et al.(2014) (49) 

Zhao et al.(2006) (46)                     Boore et al.(2014) (50) 

内山・翠川(2006)(47)                      Campbell et al.(2014) (51) 

片岡ほか(2006) (48)基本モデル                                 Chiou et al.(2014) (52) 

片岡ほか(2006)(48)短周期レベルの不確かさケース                Idriss(2014)(53) 
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添３－ニ第 55 図(２) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（応答スペクトルに基づく手法）（断層傾斜角の不確

かさケース・断層傾斜角と短周期レベルの不確かさ

を重畳させたケース，水平方向） 

※MW＝6.7，断層最短距離＝約 3.5km 

Kanno et al.(2006)(45)                                        Abrahamson et al.(2014) (49) 

Zhao et al.(2006) (46)                                        Boore et al.(2014) (50) 

内山・翠川(2006)(47)                                         Campbell et al.(2014) (51) 

片岡ほか(2006) (48) 断層傾斜角の不確かさケース                                   Chiou et al.(2014) (52) 

片岡ほか(2006)(48) 断層傾斜角と短周期レベルの不確かさを重畳させたケース           Idriss(2014)(53) 
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（ｂ）観測記録の波形

の不確かさケース 
敷地 

アスペリティ 

震源断層面 

出戸西方断層 
（約 11km） 

要素地震 

※図中の震源断層面は，断層傾斜角の不確かさケースの震源断層面を示す。 

添３－ニ第 56 図 要素地震の震央位置及び観測記録の波形（内陸地殻内地震） 

[最大 9.4(cm/s2)] 

[最大 6.7(cm/s2)] 

[最大 7.7(cm/s2)] 
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添３－ニ第 57 図(１) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（基本モデル，水平方向） 
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添３－ニ第 57 図(２) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（基本モデル，鉛直方向） 

破壊開始点１ UD 方向 

破壊開始点２ UD 方向 

破壊開始点３ UD 方向 

破壊開始点４ UD 方向 
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添３－ニ第 57 図(３) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（短周期レベルの不確かさケース，水平方向） 
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添３－ニ第 57 図(４) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（短周期レベルの不確かさケース，鉛直方向） 

破壊開始点１ UD 方向 

破壊開始点２ UD 方向 

破壊開始点３ UD 方向 

破壊開始点４ UD 方向 
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添３－ニ第 57 図(５) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（断層傾斜角の不確かさケース，水平方向） 

破壊開始点１ NS 方向 

破壊開始点１ EW 方向 

破壊開始点２ NS 方向 

破壊開始点２ EW 方向 

破壊開始点３ NS 方向 

破壊開始点３ EW 方向 

破壊開始点４ NS 方向 

破壊開始点４ EW 方向 
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添３－ニ第 57 図(６) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法） 

（断層傾斜角の不確かさケース，鉛直方向） 

破壊開始点１ UD 方向 

破壊開始点２ UD 方向 

破壊開始点３ UD 方向 

破壊開始点４ UD 方向 
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添３－ニ第 57 図(７) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法）（短周期レベルと断層傾

斜角の不確かさを重畳させたケース，水平方向） 
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破壊開始点３ EW 方向 
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破壊開始点４ EW 方向 
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添３－ニ第 57 図(８) 「出戸西方断層による地震」の応答スペクトル 

（断層モデルを用いた手法）（短周期レベルと断層傾

斜角の不確かさを重畳させたケース，鉛直方向） 

破壊開始点１ UD 方向 

破壊開始点２ UD 方向 

破壊開始点３ UD 方向 

破壊開始点４ UD 方向 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m
/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(s)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)



３－ニ－210 
 

 

添３－ニ第 58 図(１) 加藤ほか（2004）(54)による応答スペクトル 

（水平方向） 

加藤ほか(2004)(54) (Vs=0.7km/s) 

加藤ほか(2004)(54) (Vs=2.2km/s) 
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添３－ニ第 58 図(２) 加藤ほか（2004）(54)による応答スペクトル 

（鉛直方向） 

加藤ほか(2004)(54)(Vp=2.0km/s) 

加藤ほか(2004) (54)(Vp=4.2km/s) 
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添３－ニ第 59 図(１) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

（水平方向） 
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「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」（EW 方向） 

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」（NS 方向） 

「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」（EW 方向） 

「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」（ダム軸方向） 

「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」（上下流方向） 

「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」（水平方向） 
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添３－ニ第59図(２) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

（鉛直方向） 
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「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」（鉛直方向） 

「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」（鉛直方向） 
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添３－ニ第 60 図(１) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果 

と基準地震動Ｓｓ－Ａの比較（水平方向） 
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海洋プレート内地震（Noda et al.(2002)）(29) 
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添３－ニ第 60 図(２) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果 

と基準地震動Ｓｓ－Ａの比較（鉛直方向） 
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添３－ニ第 61 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化 

ここで， 
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※Ｎｏｄａ ｅｔ ａｌ.（2002）（29）による。 
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添３－ニ第62図 設計用応答スペクトルに対する設計用模擬地震波

の応答スペクトルの比 
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添３－ニ第 63 図 Ｓｓ－ＡＨ，Ｓｓ－ＡＶの設計用模擬地震波の 

加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 64 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）の応答ス

ペクトル（ＮＳ方向） 
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基準地震動 Ss-A 
基準地震動 Ss-B1 出戸西方断層による地震［短周期レベルの不確かさケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B2 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 1］ 
基準地震動 Ss-B3 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B4 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 3］ 
基準地震動 Ss-B5 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 4］ 

新
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添３－ニ第 64 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）の応答スペ

クトル（ＥＷ方向） 
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基準地震動 Ss-A 
基準地震動 Ss-B1 出戸西方断層による地震［短周期レベルの不確かさケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B2 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 1］ 
基準地震動 Ss-B3 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B4 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 3］ 
基準地震動 Ss-B5 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 4］ 



３－ニ－221 
 

 

 

添３－ニ第 64 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）の応答スペク

トル（ＵＤ方向） 
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基準地震動 Ss-A 
基準地震動 Ss-B1 出戸西方断層による地震［短周期レベルの不確かさケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B2 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 1］ 
基準地震動 Ss-B3 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 2］ 
基準地震動 Ss-B4 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 3］ 
基準地震動 Ss-B5 出戸西方断層による地震［短周期レベルと断層傾斜角の不確かさを重畳させたケース，破壊開始点 4］ 
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添３－ニ第 65 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ１の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 65 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ２の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 65 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ３の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 65 図(４) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ４の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 65 図(５) 基準地震動Ｓｓ－Ｂ５の加速度時刻歴波形 



３－ニ－227 
 

 

 

添３－ニ第 66 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ４）の応答ス

ペクトル（水平方向） 
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基準地震動 Ss-A 
基準地震動 Ss-C1 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

基準地震動 Ss-C2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

基準地震動 Ss-C2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

基準地震動 Ss-C3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

基準地震動 Ss-C3 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

基準地震動 Ss-C4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

基準地震動 Ss-C4 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 
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添３－ニ第 66 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ３）の応答ス

ペクトル（鉛直方向） 
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添３－ニ第 67 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ１の加速度時刻歴波形 



３－ニ－230 
 

0 10 20 30 40 50 60
-800
-600
-400
-200

0
200
400
600
800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)
450.0

 

 

（ａ）ダム軸方向 

 

0 10 20 30 40 50 60
-800
-600
-400
-200

0
200
400
600
800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

490.0

 

 

（ｂ）上下流方向 

 

0 10 20 30 40 50 60
-800
-600
-400
-200

0
200
400
600
800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

320.0

 

 

（ｃ）鉛直方向 

添３－ニ第 67 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ２の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 67 図(３) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ３の加速度時刻歴波形 
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添３－ニ第 67 図(４) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ４の加速度時刻歴波形 
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地震動評価手法：断層モデルを用いた手法による※3 

※1：想定三陸沖北部の地震の平均発生間隔は，地震調査委員会（2004）（27）を参考に 97 年とする。 

2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震の発生間隔は，地震調査委員会（2013）（43）における

確率論的評価において，三陸沖中部～茨城県沖の領域の連動型地震の平均発生間隔が 600 年とされ

ていることから，敷地前面の三陸沖北部の領域における地震の平均発生間隔である 97 年を踏まえ

て，三陸沖北部の地震活動の 6回に１回は三陸沖北部～宮城県沖あるいは三陸沖北部～根室沖が連

動した地震が発生するものとする。したがって，三陸沖北部～宮城県沖の連動，三陸沖北部～根室

沖の連動は，それぞれ約 1200 年に 1回となる。 

※2：超巨大地震（17 世紀型）の発生間隔は，地震調査委員会（2017）（87）によれば 340 年～380 年

に 1回であるが，ここでは 300 年に 1回（1200 年に 4回）とする。ただし，約 1200 年に 1回，2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震として十勝・根室沖と三陸沖北部が連動して動くため，十

勝・根室沖を震源領域に含む超巨大地震（17 世紀型）の 1回として数える。このため，超巨大地震

（17 世紀型）として追加するのは，1200 年で 3回とする。 

※3：超巨大地震（17 世紀型）の地震動評価については，2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた

地震と超巨大地震（17 世紀型）を比較すると，2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震が Mw9.0

の規模を考慮した上で，敷地に最も近い三陸沖北部を震源領域に設定していること，そして，「超

巨大地震（17 世紀型）」の震源領域は千島海溝の北東側に延びて敷地から遠くなることから，十勝

沖から根室沖を震源領域とする超巨大地震（17 世紀型）よりも敷地への影響が大きいと考えられる。

よって，超巨大地震（17世紀型）の地震動評価は，2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震

（三陸沖北部～根室沖の連動）で代用する。 

添３－ニ第 68 図(１)  ロジックツリー（特定震源，プレート間地震） 



３－ニ－234 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動評価手法：NGA 式※1（5 式の平均）による 

※1：Campbell et al.(2014)(51)，Abrahamson et al.(2014)(49)，Boore et al.(2014) (50)， 

Chiou et al.(2014) (52)，Idriss(2014)(53)による距離減衰式 

（ａ）出戸西方断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動評価手法：Noda et al.(2002) (29)による 

（ｂ）出戸西方断層以外の活断層による地震 

 

 

添３－ニ第 68 図(２) ロジックツリー（特定震源，内陸地殻内地震） 

(松田式)(30) 

(武村式)(73) 
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地震動評価手法：Noda et al.(2002) (29)による 

（ａ）プレート間地震 

 

 

地震動評価手法：Noda et al.(2002) (29)による 

※１：敷地に近い震源領域③でのみ考慮 

（ｂ）海洋プレート内地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震動評価手法：Noda et al.(2002) (29)による 

※１：敷地に近い震源領域①，②，③，④でのみ考慮 

（ｃ）内陸地殻内地震 

  

添３－ニ第 68 図(３) ロジックツリー（領域震源） 
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添３－ニ第 69 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）

と一様ハザードスペクトルの比較（水平方向） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-3 
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一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-4 
） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
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） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-6 
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添３－ニ第 69 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ａ及びＳｓ－Ｂ（Ｂ１～Ｂ５）

と一様ハザードスペクトルの比較（鉛直方向） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-3 
） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-4 
） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-5 
） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
-6 
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添３－ニ第 70 図(１) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ４）と一様ハ

ザードスペクトル（領域震源（内陸地殻内地

震））の比較（水平方向） 
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） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10
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） 
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添３－ニ第 70 図(２) 基準地震動Ｓｓ－Ｃ（Ｃ１～Ｃ３）と一様ハ

ザードスペクトル（領域震源（内陸地殻内地

震））の比較（鉛直方向） 
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添３－ニ第 71 図(１) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ａ，燃料加工建屋：東側地盤） 
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添３－ニ第 71 図(２) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ１，燃料加工建屋：東側地盤） 
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※TN（True North）を基準として策定した基準地震動Ｓｓを，PN（Plant North）を基準に変換して建屋底面位置における地震動を評価 
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添３－ニ第 71 図(３) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ２，燃料加工建屋：東側地盤） 
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※TN（True North）を基準として策定した基準地震動Ｓｓを，PN（Plant North）を基準に変換して建屋底面位置における地震動を評価 
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添３－ニ第 71 図(４) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ３，燃料加工建屋：東側地盤） 
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※TN（True North）を基準として策定した基準地震動Ｓｓを，PN（Plant North）を基準に変換して建屋底面位置における地震動を評価 
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添３－ニ第 71 図(５) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ４，燃料加工建屋：東側地盤） 
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※TN（True North）を基準として策定した基準地震動Ｓｓを，PN（Plant North）を基準に変換して建屋底面位置における地震動を評価 
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添３－ニ第 71 図(６) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｂ５，燃料加工建屋：東側地盤） 
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※TN（True North）を基準として策定した基準地震動Ｓｓを，PN（Plant North）を基準に変換して建屋底面位置における地震動を評価 
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添３－ニ第 71 図(７) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ１，燃料加工建屋：東側地盤） 
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添３－ニ第 71 図(８) 建屋底面位置における地震動（Ｓｓ－Ｃ２，燃料加工建屋：東側地盤） 
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ホ．社会環境 

(イ) 人口 

敷地は，青森県上北郡六ヶ所村のほぼ中央の標高 60ｍ前後の弥栄平
いやさかたい

と呼ばれる台地に位置する。 

本施設の位置する六ヶ所村並びに同村に隣接する 東通
ひがしどおり

村，横浜町，

野辺地
のへじ

町，東北町及び三沢市（以下，「周辺地域」という。）の総人 

口(１)は，平成22年10月１日現在97906人で青森県の全人口の7.1％を

占めている。市町村別では三沢市が 41258 人で最も多く，六ヶ所村は

11095人となっている。周辺地域の人口密度は，平成22年10月１日現

在 81.4 人/km2であり，青森県における 142.4 人/km2に比べ低くなって

いる。市町村別では三沢市が 343.6 人/km2 で最も高く，六ヶ所村は

43.9 人/km2 となっている。青森県及び周辺地域の市町村別の世帯数，

人口及び人口密度を添３－ホ第１表に示す。また，周辺地域の総人口の

推移状況(１)～(５)は平成20年から平成24年では減少傾向にあり，市町村

別でも横ばい又は減少傾向を示している。青森県及び周辺地域の市町村

別の人口推移を添３－ホ第２表に示す。 
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(ロ) 付近の集落及び公共施設 

本施設付近の集落としては，レイクタウン，尾駮
おぶち

，尾駮浜
おぶちはま

，野附
のづき

，

老部
おいぺ

川，新町，富ノ沢
とみのさわ

，二又，第三二又
だいさんふたまた

，第四雲雀
ひばり

平
たい

， 弥栄平
いやさかだいら

，幸
こう

畑
はた

，室ノ久保
むろのくぼ

及び戸鎖
とくさり

がある。人口(６)について見ると，平成26年４月

１日現在でレイクタウンが1446人と最も多く，次いで尾駮，尾駮浜，老

部川，戸鎖の順になっている。各集落の人口及び世帯数を添３－ホ第３

表に示す。 

また，本施設付近の学校，保育所等の公共施設としては，小学校１，

中学校１，幼保連携型認定こども園１及び医療機関１(７)(８)(９)がある。

学校，認定こども園及び医療機関並びにその生徒数，園児数及び病床数

を添３－ホ第４表に示す。 

本施設付近の集落，学校，認定こども園及び医療機関の位置を添  

３－ホ第１図に示す。 
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(ハ) 産業活動 

六ヶ所村の総面積(６)は，約253km2であり，そのうち20.4％が山林，

18.3％が雑種地，17.0％が原野，15.9％が耕地(10)となっている。 

六ヶ所村の就業者数(１)は，平成22年の国勢調査報告によると6250人

で，そのうち製造業が1374人で22.0％を占めて最も多く，次いで建設業，

サービス業，農業の順となっている。六ヶ所村における就業者数を添 

３－ホ第５表に示す。 

六ヶ所村の農業の状況(10)(11)を平成18年の収穫量で見ると，飼料作物

が108600tで最も多く，次いで野菜（やまのいも，ばれいしょを含

む。），稲の順になっている。特産品として知られるやまのいもについ

ては，そのほとんどが出荷されている。六ヶ所村の畜産業の状況(12)を

平成22年の飼養頭羽数で見ると，乳用牛が3403頭で最も多く，次いで肉

用牛が3131頭となっている。 

六ヶ所村の海面漁業の状況(13)を平成25年の漁獲量で見ると，するめ

いかが2070tで最も多く，次いで，さけ，ぶりの順となっている。また，

本施設周辺の内水面漁業では，漁業権が設定されている河川及び湖沼と

して六ヶ所村の老部
おいぺ

川，高瀬川，市柳
いちやなぎ

沼，田面木
たもぎ

沼及び六ヶ所村に隣

接する東北町の小川原湖がある。これらの河川，湖沼ではわかさぎ，う

ぐい，おいかわ等の魚類及びしじみ等の貝類を採取しており，平成24年

漁業・養殖業生産統計年報(14)によれば，高瀬川で56tとなっている。 

なお，本施設の東方向のむつ小川原港の港湾区域（尾駮沼，鷹架
たかほこ

沼の

一部を含む。）は，昭和54年に漁業権が消滅され，昭和55年までに漁業

権以外の漁業に関する権利も放棄されている。ただし，尾駮沼の一部及

び港湾区域以外の鷹架沼では，現在暫定的に漁業が認められている。 

本施設近傍の二又川には漁業権は設定されていない。 
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本施設付近の主な工業等としては，敷地境界から西方向約0.9km離れ

た位置にむつ小川原石油備蓄株式会社が操業を実施している独立行政法

人石油天然ガス・金属鉱物資源機構のむつ小川原国家石油備蓄基地があ

る。また，敷地の北側に隣接する当社濃縮・埋設事業所において，六ヶ

所ウラン濃縮工場及び六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センターが操業

しており，再処理事業所では，高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター

が操業している。再処理工場については，使用済燃料受入れ・貯蔵施設

が操業し，本体設備は使用済燃料による総合試験を実施している。 

本施設付近の土地利用状況を添３－ホ第２図に，漁業権等状況を添 

３－ホ第３図に示す。 
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(ニ) 交通運輸 

本施設周辺の主要な道路としては，おいらせ町から太平洋沿岸に国道

338号線，野辺地町から陸奥湾沿いに国道279号線がそれぞれ北上してむ

つ市に向かっている。また，東京都中央区から野辺地町を経て青森市に

至る国道４号線がある。むつ市から陸奥湾沿いに南下して七戸町に至る，

地域高規格道路である下北半島縦貫道路は，六ヶ所インターチェンジ～

野辺地インターチェンジ間で供用されている。 

その他地方道として県道尾駮有戸
ありと

停車場線（尾駮～室
むろ

ノ
の

久保
くぼ

～有

戸），県道横浜六ヶ所線（吹越
ふっこし

～二又～尾駮）及び県道東北横浜線

（水喰
みずはみ

～室ノ久保～二又）がある。 

なお，国道338号線は六ヶ所村鷹架地点で分岐し，その一方は敷地西

側の境界に沿って南北に，県道尾駮有戸停車場線は敷地南側を東西に走

っている。 

鉄道としては，東京を起点として八戸及び七戸十和田を経て新青森に

至る東北新幹線，野辺地を起点として陸奥横浜を経て大湊
おおみなと

に至る大湊

線，目
め

時
とき

を起点として八戸，三沢及び野辺地を経て青森に至る青い森

鉄道線がある。 

また，最寄りの港湾としては，本施設の東方向約５kmに港湾法に基づ

き重要港湾に指定（昭和52年９月）されたむつ小川原港があり，2000t

級の公共岸壁が７バース，15000ｔ級岸壁が暫定5000ｔ級で２バース，

50000t級岸壁が暫定2000t級で１バース供用(15)されている。 

なお，むつ小川原港（鷹架地区）から当社再処理事業所及び濃縮・埋

設事業所に至る運搬専用道路がある。 

航空関係(16)としては，本施設の南方向約28km離れた位置に三沢空港

及び三沢基地がある。本施設周辺の航空路等として航空路，RNAV経路及
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び直行経路があるが，本施設から最も近い航空路等として，中心線が本

施設の東方向約７kmの上空を通っている直行経路MISAWA（MIS）-

CHITOSE（ZYT）があり，本施設の極近傍の上空に当該直行経路が存在す

る。南方向約10km離れた位置には三沢対地訓練区域があり，本施設の上

空は三沢特別管制区に含まれている。なお，航空機は原則として原子力

関係施設上空を飛行しないよう規制される。(16)(19) 

三沢基地には米国空軍のＦ－16が最も多く配備されており，次いで航

空自衛隊のＦ－２が多い。三沢基地の航空機の配備状況(17)を添３－ホ

第６表に示す。 

なお，航空自衛隊のＦ－１は，平成９年３月に２個飛行隊のうち第８

飛行隊が双発のＦ－４ＥＪ改に更新され，残りの第３飛行隊が，平成13

年５月に後継機であるＦ－２に更新された。平成20年４月から，第８飛

行隊におけるＦ－２の運用が開始され，平成21年３月にはＦ－４ＥＪ改

が退役となっている(17)(18)。 

三沢対地訓練区域での訓練飛行回数は，平成25年４月から１年間にわ

たって当社が調査した至近の結果では約２万回であり，そのうちＦ－16

及びＦ－２で９割以上を占める。 

本施設周辺の主要な道路，鉄道及び港湾を添３－ホ第４図に，航空路

等を添３－ホ第５図に示す。  
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(ホ) 水の利用状況 

本施設付近における主な水の利用形態としては，生活用，農業用及び

工業用がある。 

生活用(20)については，主に深井戸を水源とする上水道の水が用いら

れている。 

農業用については，主に老部川，二又川，室ノ久保川及び戸鎖川の河

川の水が用いられているが，畜産用については，生活用と同様，主に上

水道の水が用いられている。 

工業用については，主に二又川の河川の水が用いられている。 
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添３－ホ第１表 青森県及び周辺地域の市町村別の世帯数， 

人口及び人口密度 

（平成22年国勢調査報告） 

市町村別 世帯数（世帯） 人口（人） 
人口密度 

（人/km2） 

六 ヶ 所 村 4751 11095 43.9 

東 通 村 2710 7252 24.6 

横 浜 町 1884 4881 38.6 

野 辺 地 町 5766 14314 175.4 

東 北 町 6007 19106 58.5 

三 沢 市 16211 41258 343.6 

周 辺 地 域 37329 97906 81.4 

青 森 県 513385 1373339 142.4 
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添３－ホ第２表 青森県及び周辺地域の市町村別の人口推移 

 

平成 

 

市町村別 

20年 21年 22年 23年 24年 

六 ヶ 所 村 10959 10901 11095 11099 11057 

東 通 村 7633 7515 7252 7163 7109

横 浜 町 4920 4823 4881 4839 4771

野 辺 地 町 14484 14263 14314 14143 14017

東 北 町 19243 19048 19106 18915 18681

三 沢 市 42677 42399 41258 41130 40777

周 辺 地 域 99916 98949 97906 97289 96412

青 森 県 1394806 1382517 1373339 1363038 1349969

出典：「平成22年国勢調査報告」（総務省統計局，平成24年） 

「平成20，21，23，24年青森県の人口」 

（青森県企画政策部，平成21，24，25年） 
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添３－ホ第３表 本施設付近の集落の人口及び世帯数 

 

市町村名 集落名 人口（人） 世帯数（世帯） 

六 ヶ 所 村 

レイクタウン 1446 811 

尾 駮 502 215 

尾 駮 浜 482 257 

老 部 川 347 156 

新 町 21 10 

富 ノ 沢 12 ９ 

二 又 153 57 

第 三 二 又 10 １ 

第四雲雀平 ７ ５ 

室 ノ 久 保 98 37 

戸 鎖 290 117 

幸 畑 － － 

野 附 135 56 

弥 栄 平 13 11 

出典：「平成26年版六ヶ所村統計書」（六ヶ所村，平成27年） 
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添３－ホ第４表 本施設付近の学校，認定こども園及び 

医療機関並びにその生徒数，園児数及び病床数 

（１）学 校 

市町村名 学 校 名 生徒数（人） 

六ヶ所村 
第一中学校 103 

尾駮小学校 216 

合  計 319 

出典：平成27年度 学校一覧（青森県，平成27年) 

 

（２）認定こども園 

市町村名 認定こども園園名 園児数（人） 

六ヶ所村 おぶちこども園 180 

出典：平成27年度 学校一覧（青森県，平成27年) 

平成27年12月１日保育所等入所児数（六ヶ所村） 

 

（３）医療機関 

市町村名 医療機関名 病床数（床） 

六ヶ所村 
六ヶ所村地域家庭医療 

センター 
19 

出典：広報ろっかしょ（六ヶ所村，平成26年８月） 
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添３－ホ第５表 六ヶ所村の就業者数 

（平成22年国勢調査報告） 

 

業    種    別 産  業  別 

区     分 人数（人） 区  分 人数（人） 

農 業 ・ 林 業 616 

第一次産業 872 う ち 農 業 605 

漁 業 256 

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 19 

第二次産業 2443 建 設 業 1050 

製 造 業 1374 

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 24 

第三次産業 2926 

情 報 通 信 業 45 

運 輸 業 ， 郵 便 業 201 

卸 売 ・ 小 売 業 397 

金 融 業 ， 保 険 業 38 

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 51 

学術研究，専門・技術サービス業 356 

宿泊業，飲食サービス業 234 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 95 

教 育 ， 学 習 支 援 業 128 

医 療 ・ 福 祉 308 

複 合 サ ー ビ ス 事 業 67 

サ ー ビ ス 業 

（他に分類されないもの） 
740 

公 務 

（他に分類されるものを除く） 
242 

分 類 不 能 の 産 業 ９ － ９ 

計 6250 計 6250 
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添３－ホ第６表 三沢基地の主な配備機種 

 

 機 種 機 数 備  考 

航
空
自
衛
隊 

Ｆ－２ 約35機 戦闘機 

Ｆ－35 ８機 戦闘機 

Ｔ－４ 約10機 中等練習機 

Ｅ－２Ｃ ９機 早期警戒機 

ＣＨ－47Ｊ ３機 輸送ヘリコプター 

米 

軍 

Ｆ－16 約40機 戦闘機 

Ｐ－３Ｃ 約10機 対潜哨戒機 

Ｃ－12 約１機 輸送機 

（三沢市発行「三沢市と三沢基地」及び防衛省・自衛隊ホームページを参考に

して作成した。） 
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添３－ホ第１図 本施設付近の集落，学校，認定こども園及び 

医療機関の位置図  
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添３－ホ第２図 本施設付近の土地利用状況図 
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添３－ホ第３図 本施設周辺の漁業権等状況図 
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添３－ホ第４図 本施設周辺の主要な道路，鉄道及び港湾
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（AIP-JAPANを参考にして作成した。） 

 

添３－ホ第５図 本施設周辺の航空路等図 

 



 ３－ヘ－１ 

ヘ．津   波  

(イ ) 評価概要  

(１ ) 施設の立地的特徴  

評価対象施設である耐震重要施設等及び常設重大事

故等対処施設の設置される敷地は，設置位置の標高が

最も低い施設が標高約 50ｍ（海岸からの距離約４ km）

の地点に位置し，それ以外の施設は標高約 55ｍ及び海

岸からの距離約５ kmの地点に位置している。敷地の概

況を添３－ヘ第１図に示す。  

(２ ) 津波評価方針  

太平洋側沿岸及び尾駮沼沿いに耐震重要施設等及び

常設重大事故等対処施設に該当する取水設備は設置し

ていないことを踏まえ，津波評価は水位上昇側のみ行

う。  

津波評価に当たっては，まず，既往知見を踏まえた

津波の評価を行い，想定される津波の規模観について

把握した上で，施設の安全性評価として，すべり量が

既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討を行い，

津波が耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設の

設置される敷地に到達する可能性がないことを確認す

る。  

津波の到達可能性について検討する敷地高さについ

ては，耐震重要施設等及び常設重大事故等対処施設の

設置位置の標高が最も低い施設でも標高約 50ｍである

ことを踏まえ，保守的に標高 40ｍとする。なお，津波
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評 価 結 果 と 対 比 す る 場 合 に は ， 標 高 に 係 る 表 記 を

「Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .」とする。   
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(ロ ) 既往津波に関する検討  

(１ ) 文献調査  

①  既往津波  

敷地周辺に影響を及ぼしたと考えられる既往津波に

ついて，宇佐美ほか（ 2013）(１ )，渡辺（ 1998）(２ )等 (３ )～ (21)

により，文献調査を行った。  

ａ．近地津波  

敷 地 周 辺 に 影 響 を 及 ぼ し た と 考 え ら れ る

津波規模ｍ（宇佐美ほか（ 2013） (１ )）が２以上の主

な既往の近地津波を添３－ヘ第１表に，敷地周辺にお

ける主な既往の近地津波の津波高を添３－ヘ第２表

に示す。また，主な既往津波高とその位置を添 ３ － ヘ

第 ２ 図に示す。  

これらより，敷地周辺に影響を及ぼしたと考えられ

る主要な津波として，津波の大きさ，波源からの伝播

距離及び津波による被害の大きさを考慮すると，1611

年の津波，1677年の津波，1856年の津波，1896年明治

三陸地震津波，1933年昭和三陸地震津波，1968年十勝

沖地震に伴う津波及び 2011年東北地方太平洋沖地震

に伴う津波の７つの津波を抽出した。これらの津波の

推定波源域を添３－ヘ第３図に示す。  

2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波以前にお

いて，敷地周辺における主な既往の近地津波の津波高

を比較すると，添３－ヘ第２表に示すとおり，敷地南

方においては，1968年十勝沖地震に伴う津波が三沢市
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塩釜で 5.1ｍ，八戸市河原木で最大で 4.8ｍであり，他

の津波に比較して大きい。一方，敷地北方においては，

1856年の津波が，むつ市大畑・湊で４ ｍ，函館市函館

で３ｍであり，他の津波に比較して大きい。さらに，

相田（ 1977） (17)によれば，添３－ヘ第４図に示すよ

うに，数値シミュレーションによる 200ｍ等深線上の

波高を基にした，海岸での平均的な津波高が示されて

いる。これによると，八戸付近より北方においては

1856年の津波が最大となっている（相田（ 1977） (17)

以降の津波を除く）。  

一方，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波高は，

添 ３ － ヘ第 ２ 表 及び添３－ヘ第２図に示すとおり，

敷地近傍の出戸から新納屋の範囲においては， 1968

年十勝沖地震に伴う津波とほぼ同程度の津波高であ

る。  

以上より，敷地近傍に大きな影響を及ぼしたと考え

られる近地津波は，1856年の津波，1968年十勝沖地震

に伴う津波及び 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う

津波と評価した。  

ｂ．遠地津波  

敷地周辺に影響を及ぼした主な既往の遠地津波を

添３－ヘ第３表に，敷地周辺における主な既往の遠地

津波の津波高を添３－ヘ第４表に示す。  

敷地周辺に来襲した遠地津波の中では，1960年チリ

地震津波が八戸市河原木で最大で 5.3ｍであり，敷地
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近傍の出戸から新納屋の範囲における津波高は，尾駮

で 1.0ｍが記録されている。  

以上より，敷地近傍に影響を及ぼしたと考えられる

遠地津波は，1960年チリ地震津波であるが，近地津波

の津波高を上回るものではないと評価した。  

ｃ．既往津波の評価  

既往津波に関する文献調査の結果，敷地近傍に大き

な影響を及ぼしたと考えられる既往津波は，1856年の

津波，1968年十勝沖地震に伴う津波及び 2011年東北地

方太平洋沖地震に伴う津波と評価した。  

②  潮   位  

敷地近傍における潮位の観測は，国土交通省港湾局

むつ小川原港で実施されている。 2008年４月から 2013

年３月までの観測結果によると潮位は以下のとおりで

ある。  

最高潮位      Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 0.999ｍ  

朔望平均満潮位   Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 0.670ｍ  

平均潮位      Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 0.049ｍ  

朔望平均干潮位   Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .－ 0.767ｍ  

最低潮位      Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .－ 1.04ｍ  

(２ ) 既往津波の再現性の確認  

①  対象津波  

解析モデル及び計算方法の妥当性確認のため，既往

津波について数値シミュレーションを行い，計算結果

と実際の津波痕跡高との比較による既往津波の再現性
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の検討を行った。  

再現性の検討においては，過去に敷地近傍に大きな

影響を及ぼしたと考えられる津波である 1856年の津波，

1968年十勝沖地震に伴う津波及び 2011年東北地方太平

洋沖地震に伴う津波を対象とした。これらの波源モデ

ルのうち， 1856年の津波及び 1968年十勝沖地震に伴う

津波の波源モデルの位置及び諸元を添３－ヘ第５図に

示す。 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の波源

モデルについては，内閣府（ 2012） (27)において示され

る波源モデルとした。  

津波に伴う水位変動の評価は，弾性体理論（ Mansinha 

and Smylie（ 1971） (25)）に基づき海面変位を算定した

上で，非線形長波理論に基づき，差分法による平面二

次元モデルによる津波シミュレーションプログラムを

用いて実施した。また，敷地は尾駮沼に隣接している

ことから，尾駮沼からの遡上を考慮できるモデルを設

定した。数値シミュレーションにおける主な計算条件

を添３－ヘ第５表に示す。  

沿岸域及び海底地形のモデル化に当たっては，国土

地理院 (34)，日本水路協会（ 2011） (28)等 (29)～ (33)を用い

て設定し，また，計算格子分割の設定に当たっては，

土木学会（ 2016） (47)を参考とし，水深と津波の周期か

ら推定される津波の波長を基に，最大 1440ｍから最小

５ｍまでの格子サイズを設定した。数値シミュレーシ

ョンに用いた計算領域（東西約 1000km，南北約 1300km）
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とその水深及び格子分割を添３－ヘ第６図に，敷地近

傍 の 計 算 領 域 と そ の 水 深 及 び 格 子 分 割 を 添 ３ － ヘ

第 ７ 図に示す。  

再現性の評価指標としては，相田（ 1977） (17)による

既往津波高と数値シミュレーションにより計算された

津波高との比から求める幾何平均値Ｋ及びばらつきを

表す指標κを用い，土木学会（ 2016） (47) に示される

「 0.95＜Ｋ＜ 1.05，κ＜ 1.45」を再現性の目安とした。 

②  検討結果  

既往津波高と数値シミュレーションによる津波高の

比較を添３－ヘ第８図に示す。  

1856年の津波においてはＫ＝ 1.01，κ＝ 1.42（ｎ＝

71），1968年十勝沖地震に伴う津波においてはＫ＝ 0.99，

κ＝ 1.44（ｎ＝ 313）及び 2011年東北地方太平洋沖地震

に伴う津波においてはＫ＝ 0.952，κ＝ 1.36（ｎ＝ 660）

が得られ，土木学会（ 2016） (47)の目安を満足している

ことから，解析モデル及び計算方法の妥当性を確認し

た。  

 

  



 ３－ヘ－８ 

(ハ ) 既往知見を踏まえた津波の評価  

(１ ) 地震に起因する津波の評価  

①  対象とする地震  

地震に起因する津波の評価においては，敷地に影響

を与える可能性がある津波の波源として，プレート間

地震，海洋プレート内地震及び海域の活断層による地

殻内地震について検討した。  

②  数値シミュレーションの手法  

数値シミュレーションにおける主な計算条件，計算

領域，水深及び格子分割については，添３－ヘ第５表，

添３－ヘ第６図及び添３－ヘ第７図に示す既往津波の

再現性の確認と同様の条件とした。  

評 価 位 置 に つ い て は ， 尾 駮 沼 の 形 状 を 踏 ま え ，

添３－ヘ第９図に示す尾駮沼奥の地点を選定した。ま

た，尾駮沼入り口前面には防波堤が設置されているこ

とから，防波堤を考慮して検討を行った。  

さらに，津波による影響を評価するに当たっては，

朔望平均満潮位及び地殻変動量を考慮した津波高につ

いて評価することとした。  

③  プレート間地震に起因する津波の評価  

プレート間地震は，地震調査委員会（ 2012） (16)で示

されている三陸沖北部のプレート間地震，津波地震及

び 2011年東北地方太平洋沖地震で得られた知見を踏ま

え，三陸沖北部と隣り合う領域の連動を考慮した連動

型地震について検討した。  
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連動型地震については，三陸沖北部から北方の千島

海溝沿いの領域への連動を考慮した連動型地震（以下，

「北方への連動型地震」という。）及び三陸沖北部か

ら南方の日本海溝沿いの領域への連動を考慮した連動

型地震（以下，「南方への連動型地震」という。）が

考えられるが，ここでは北方への連動型地震の波源モ

デルを設定して検討を実施する。一方，南方への連動

型地震については青森県海岸津波対策検討会（ 2012）

(35)の結果を参照する。なお，南方への連動型地震につ

いては地震調査委員会（ 2019） (52)の知見もあるが，敷

地前面の三陸沖北部に超大すべり域及び大すべり域を

設定した青森県海岸津波対策検討会（ 2012） (35)の方が

敷地への影響は大きいと評価した。

ａ．基本モデル  

(ａ ) 三陸沖北部のプレート間地震  

三陸沖北部のプレート間地震の波源モデルにつ

いては，1856年の津波が古記録より推定されている

ことから，同一海域で発生し各地の津波高が数多く

観測されている 1968年十勝沖地震に伴う津波を対

象とすることとし，前述の既往津波を再現する波源

モデルをもとに，地震規模が既往最大のＭ Ｗ 8.4と

な る よ う に ス ケ ー リ ン グ 則 に 基 づ き 設 定 し た 。

添３－ヘ第 10図に示す波源モデルの位置及び諸元

に基づき実施した数値シミュレーションの結果，評

価位置における津波高はＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 1.38ｍで
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あった。  

(ｂ ) 津波地震  

津 波 地 震 の 波 源 モ デ ル に つ い て は ， 土 木 学 会

（ 2002） (26)で示されている 1896年明治三陸地震津

波の波源モデル（地震規模は既往最大のＭ Ｗ 8.3）

を設定した。添３－ヘ第 11図に示す波源モデルの位

置及び諸元に基づき実施した数値シミュレーショ

ンの結果，評価位置における津波高はＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .

＋ 1.28ｍであった。  

(ｃ ) 北方への連動型地震  

北方への連動型地震の波源モデルについては，日

本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査

会（ 2006）(49)，文部科学省測地学分科会（ 2014）(50)

及び地震調査委員会（ 2017） (48)を参考に，敷地前

面の三陸沖北部から根室沖までの領域を想定波源

域として設定した。  

波源モデルの設定に当たり，断層面積は地震調査

委員会（ 2004） (51)及び地震調査委員会（ 2012） (16)

を参考にプレート面形状を設定した上で算定した。

波源モデルの平均すべり量については，地震の規模

に関するスケーリング則と地震モーメントの定義

式から算定し，その際の平均応力降下量については

内閣府（ 2012） (27)を参考に 3.0Ｍ Paと設定し，剛性

率 に つ い て は 土 木 学 会 （ 2016 ） (47) を 参 考 に

5.0×10 1 0 Ｎ /m 2と設定した。  
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す べ り 量 の 不 均 質 性 に つ い て は ， 内 閣 府

（2012） (27)を参考に，超大すべり域及び大すべり域

のすべり量をそれぞれ平均すべり量の４倍，２倍に，

面積をそれぞれ全体面積の５％程度，15％程度（超

大すべり域と合わせて 20％程度）となるように設定

した。超大すべり域の位置については，基本的には

三陸沖北部及び十勝沖・根室沖の領域にそれぞれ存

在すると想定されるが，保守的に敷地前面の三陸沖

北部にひとつにまとめ，内閣府（ 2012） (27)及び青

森県海岸津波対策検討会（ 2012） (35)を参考にプレ

ート境界浅部のすべりが大きくなるよう配置した。

大すべり域の位置は超大すべり域を取り囲むよう

に配置した。  

さらに，上述のとおり設定したモデルに対し，超

大すべり域及び大すべり域を考慮した平均応力降

下量が約３Ｍ Paとなるように地震モーメント（すべ

り量）の調整を行い，Ｍ Ｗ 9.04のモデルを設定した。

また，ライズタイムについては 60秒とした。  

添３－ヘ第 12図に示す波源モデルの位置及び諸

元に基づき実施した数値シミュレーションの結果，

評価位置における津波高はＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 2 . 3 2ｍ

であった。  

ｂ．不確かさの考慮に係る評価  

三陸沖北部のプレート間地震，津波地震及び北方へ

の連動型地震のうち，評価位置における津波高が最大
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となる北方への連動型地震について，波源特性，波源

位置及び破壊開始点の不確かさを考慮し評価を実施

した。さらに，不確かさの考慮において評価位置にお

ける津波高が最大となるケースと，南方への連動型地

震である青森県海岸津波対策検討会（ 2012）(35)の結

果の比較を行い，津波高の高いケースをプレート間地

震に起因する津波の最大ケースとして評価した。  

波源特性の不確かさについては，すべり量の不確か

さを考慮したすべり量割増モデル及びすべり分布の

不確かさを考慮した海溝側強調モデルを設定した。

添３－ヘ第 13図に示す波源モデルの位置及び諸元に

基づき実施した数値シミュレーションの結果，評価位

置 に お け る 津 波 高 は ， す べ り 量 割 増 モ デ ル で

Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 3.01ｍ ， 海 溝 側 強 調 モ デ ル で

Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 3.00ｍであった。  

波源位置の不確かさについては，すべり量割増モデ

ル及び海溝側強調モデルのそれぞれについて，北へ約

50km移動させたケース並びに南へ約 50km，約 100km及

び約 150km移動させたケースを設定した。数値シミュ

レーションを実施した結果，評価位置における津波高

が 最 大 と な る の は ， す べ り 量 割 増 モ デ ル を 南 に 約

100km移動させたケースで，Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ . ＋ 3 . 6 5ｍ

であった。  

破壊開始点の不確かさについては，波源位置を変動

させた検討において評価位置における津波高が最大
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となるすべり量割増モデルを南に約 100km移動させた

ケースについて，内閣府（ 2012） (27)を参考に複数設

定した。添３－ヘ第 14図に示す位置で破壊開始点を設

定し数値シミュレーションを実施した結果，評価位置

における津波高が最大となるのは，破壊開始点として

Ｐ６を設定したケースで，Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 4.00ｍであ

った（添３－ヘ第 15図参照）。  

南方への連動型地震については，青森県海岸津波対

策検討会（ 2012） (35)によると，六ヶ所村沿岸に来襲

す る 津 波 高 に つ い て ， 敷 地 近 傍 に お い て は

Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 10ｍに達しておらず（添３－ヘ第 16

図参照），公表された浸水深分布からも，耐震重要施

設等及び常設重大事故等対処施設の設置される敷地

に津波は到達していないことが確認できる（添３－ヘ

第 17図参照）。一方，北方への連動型地震は，添３－ヘ

第 15図に示すとおり，敷地近傍の海岸線上における津

波高はＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 10ｍ以上であり，北方への連動

型地震に起因する津波が南方への連動型地震に起因

する津波を上回る結果であった。  

以上より，プレート間地震に起因する津波について，

評価位置における津波高が最大となるのは，北方への

連動型地震のすべり量割増モデルを南に約 100km移動

させ破壊開始点をＰ６と設定したケースであり，その

津波高は評価位置においてＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 4.00ｍで

あった。  
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ｃ．尾駮沼の固有周期に係る検討  

評価位置は尾駮沼の奥に位置していることから，評

価位置における津波高の算出に当たり，尾駮沼の固有

周期の影響が数値シミュレーションに反映されてい

ることを確認するため，尾駮沼の固有周期に係る検討

を実施した。  

尾駮沼の固有周期を確認するため，添３－ヘ第７図

に示す敷地近傍の計算領域において，周期を変化させ

た正弦波を入力し，評価位置における水位増幅率を求

めた結果を添３－ヘ第 18図に示す。沖合い位置に対す

る評価位置の水位増幅率は，15分程度の周期帯におい

てピークを示し，それ以外の周期帯については減衰し

ていることから，尾駮沼の固有周期は 1 5分程度である

と評価した。  

次に，添３－ヘ第 15図に示すケースの数値シミュレ

ーションによる水位変動量時刻歴波形を用いて周波

数分析を実施した結果を添３－ヘ第 19図に示す。評価

位置において 15分程度の周期帯が卓越しており，正弦

波入力による検討で評価した尾駮沼の固有周期の影

響を捉えていることを確認した。  

なお，尾駮沼の固有周期を踏まえ，数値シミュレー

ションで設定している格子間隔の妥当性について検

討した結果，添３－ヘ第 20図に示すとおり，格子間隔

が土木学会（ 2016） (47)により算定される格子間隔の

目安に対して十分小さいことを確認した。  
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以上のことから，評価位置における津波高の結果に

は，数値シミュレーションにより尾駮沼の固有周期の

影響が反映されていると評価した。  

④  海洋プレート内地震に起因する津波の評価  

海洋プレート内地震は，地震調査委員会（ 2012） ( 1 6 )

で示されている正断層型の地震について検討した。  

海洋プレート内地震の波源モデルについては，土木

学会（ 2002） (26)で示されている 1933年昭和三陸地震津

波の波源モデルをもとに，地震規模が既往最大のＭ Ｗ

8.6となるようにスケーリング則に基づき設定した。

添３－ヘ第 21図に示す波源モデルの位置及び諸元に基

づき実施した数値シミュレーションの結果，評価位置

における津波高はＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 1.35ｍであった。  

以上を踏まえると，海洋プレート内地震に起因する

津波は，プレート間地震に起因する津波を上回るもの

ではない。  

⑤ 海域の活断層による地殻内地震に起因する津波の評価 

海域の活断層による地殻内地震に起因する津波の評

価を行うに当たり，添３－ヘ第 22図に示す敷地周辺海

域の活断層について，阿部（ 1989） (36)の簡易予測式に

より推定津波高を検討した。  

簡易予測式による推定津波高を添３－ヘ第６表に示

す。海域の活断層による地殻内地震に起因する津波の

推定津波高は最大でも 0.3ｍであり，プレート間地震に

起因する津波と比べて影響は非常に小さい。  
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(２ ) 地震以外の要因に起因する津波の評価  

①  地すべり等に起因する津波の評価  

ａ．対象地すべりの選定  

文献調査によると，敷地周辺における陸上及び海底

の地すべり並びに斜面崩壊による歴史津波の記録は

知られていない。また，陸上地すべりについて，防災

科学技術研究所（ 2009） (37)及び防災科学技術研究所

（ 2013） (38)によると，敷地周辺陸域の海岸付近にお

いて大規模な地すべり地形は認められない。加えて，

海底地すべりについても，徳山ほか（ 2001） (39)によ

ると，敷地周辺海域には海底地すべり地形は認められ

ない。  

一方，下北半島太平洋側前面海域の大陸棚部付近を

対象に海底地形調査を実施した結果，複数の地すべり

地形が抽出されたことから，抽出された地すべり地形

に基づく数値シミュレーションにより敷地への影響

を評価した。抽出された海底地すべり地形を添３－ヘ

第 23図に示す。  

抽出された海底地すべり地形のうち，地すべり地形

の崩壊規模から数値シミュレーションの対象とする

地すべりとしてＳＬＳ－２を選定し，地すべり前の海

底地形を復元した。海底地すべり地形の断面を添３－

ヘ第 24図に示す。  

ｂ．海底地すべりの数値シミュレーションの手法  

海底地すべりの数値シミュレーションの手法とし
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ては，二層流モデル（ Maeno and Imamura（ 2007）(40)）

及 び Kinematic landslide モ デ ル （ 佐 竹 ・ 加 藤

（ 2002）(41)）を用いた。  

数値シミュレーションに用いた計算領域とその水

深及び格子分割を添３－ヘ第 25図に，主な計算条件を

添３－ヘ第７表に示す。  

ｃ．評価結果  

数値シミュレーションの結果，評価位置前面におけ

る 津 波 高 は ， 二 層 流 モ デ ル で 0.07ｍ ， Kinematic 

landslideモデルで 0.20ｍであり，プレート間地震に

起因する津波と比べて影響は非常に小さい。  

②  火山現象に起因する津波の評価  

文献調査によると，敷地周辺に大きな影響を及ぼし

た，火山現象による歴史津波の記録は知られていない

ことから，火山現象に起因する津波については，影響

は極めて小さいと評価した。  

(３ ) まとめ  

既往知見を踏まえた津波の評価として，地震及び地

震以外の要因に起因する津波について評価を行った結

果，評価位置における津波高が最大となるのは，プレ

ート間地震に起因する津波のうち，北方への連動型地

震のすべり量割増モデルを南に約 100km移動させ破壊

開始点をＰ６と設定したケースであり，想定される津

波の規模観は評価位置においてＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 4.00ｍ

程度であった。なお，地震以外の要因に起因する津波
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の影響は非常に小さいことから，地震に起因する津波

との重畳を考慮したとしても想定される津波の規模観

への影響はない。  
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(ニ ) 施設の安全性評価  

(１ ) 評価概要  

既往知見を踏まえた津波の評価の結果，津波の規模

観は評価位置においてＴ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .＋ 4.00ｍ程度と把

握できた。そこで，耐震重要施設等及び常設重大事故

等対処施設の設置される敷地に津波が到達する可能性

がないことを確認するため，すべり量が既往知見を大

きく上回る波源モデルによる検討を実施した。  

なお，本評価においては，防波堤を考慮せずに検討

を実施した。  

(２ ) 波源モデルの設定  

すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルの設

定に当たり，国内外の巨大地震のすべり量に関する文献

調査を実施した（添３－ヘ第８表参照）。  

内閣府（ 2012） (27)，杉野ほか（ 2014） (42)等 (43)～ (46)

による文献調査の結果，既往の巨大地震及び将来予測

のモデルにおける最大すべり量については，内閣府

（ 2012） (27)の最大のモデルで 60～ 70ｍ程度であった。

そこで，本評価においては，すべり量が既往知見を大

きく上回る波源モデルとして，既往知見を踏まえた津

波の評価において津波高が最も高いケースの波源モデ

ル（添３－ヘ第 14図参照）の各領域のすべり量を３倍

にしたモデル（以下，「すべり量３倍モデル」という。）

を設定した。その結果，超大すべり域のすべり量は

31.19ｍから 93.56ｍとなり，内閣府（ 2012） (27)の最大
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すべり量 60～ 70ｍ程度に対し大きく上回る設定となっ

ている（添３－ヘ第８表参照）。  

また，既往の巨大地震及び将来予測のモデルにおけ

るすべり分布を見ると，超大すべり域のようなすべり

の大きな領域は波源域全体には分布しておらず，全体

の一部の領域のみに分布している。そこで，本評価に

おいては，すべり量が既往知見を大きく上回るもう一

つの波源モデルとして，波源域全体を超大すべり域と

したモデル（以下，「全域超大すべり域モデル」とい

う。）を設定した。その結果，平均すべり量は 8.40ｍ

から 31.19ｍとなり，既往の巨大地震及び将来予測のモ

デルの平均すべり量に対し大きく上回る設定となって

いる（添３－ヘ第８表参照）。  

「すべり量３倍モデル」及び「全域超大すべり域モ

デル」の波源モデルの位置及び諸元を添３－ヘ第 26図

に示す。  

(３ ) 評価結果  

すべり量が既往知見を大きく上回る「すべり量３倍

モデル」及び「全域超大すべり域モデル」による検討

の結果，添３－ヘ第 27図に示すとおり，津波は，到達

可能性について検討する敷地高さとして保守的に設定

した標高 40ｍには到達していないことから，耐震重要

施設等及び常設重大事故等対処施設の設置される敷地

に到達する可能性はない。また，津波が再処理施設の

海洋放出管を経路として耐震重要施設等及び常設重大
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事故等対処施設の設置される敷地に到達する可能性も

ない。  
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添３－ヘ第１表 主な既往の近地津波 

発生年月日 

発生場所 

緯度 

経度 

地震 

規模 

Ｍ 

津波 

規模 

ｍ 

地震・津波の概要 

869年 

７月 13日 

(貞観 11年) 

三陸沖 

ψ＝ 37.5～39.5°Ｎ 

λ＝ 143～145 °Ｅ 

8.3 

±1/4 

４ 三陸沿岸：城郭・倉庫・門櫓・垣壁等崩れ落ち倒潰す

るもの無数。津波が多賀城下を襲い，溺死約１千。三

陸沖の巨大地震とみられる。 

1611年 

12月２日 

(慶長 16年) 

三陸沖 

ψ＝  39.0°Ｎ 

λ＝ 144.4°Ｅ 

≒8.1 ４ 三陸沿岸及び北海道東岸：三陸地方で強震。震害は軽

く，津波の被害が大きかった。伊達領内で死 1783，南

部・津軽で人馬の死３千余という。三陸沿岸で家屋の

流出が多く，北海道東部でも溺死が多かった。1933年

の三陸地震津波に似ている。 

1640年 

７月 31日 

(寛永 17年) 

渡島地方東部 

ψ＝  42.1°Ｎ 

λ＝ 140.7°Ｅ 

－ ２ 

(１～２) 

北海道噴火湾：駒ヶ岳噴火に伴い津波があり，死 700

余，昆布舟流出 100余。 

1677年 

４月 13日 

(延宝５年) 

青森県東方沖 

ψ＝ 41.0°Ｎ 

λ＝ 1421/4°Ｅ 

７1/4～

７1/2 

２ 陸中：八戸に震害あり。震後約１時間で津波来たり。

家屋流潰約 70軒。余震が多かった。1968年十勝沖地

震と似ている。 

1763年 

１月 29日 

(宝暦 12年) 

青森県東方沖 

ψ＝  41.0°Ｎ 

λ＝ 1421/4°Ｅ 

7.4 １ 

(２) 

陸奥八戸：11月初めより地震があり，この日大地震。

寺院・民家が破損した。平館で家潰１，死３。函館で

も強く感じた。津波があり，余震が多かった。1968年

十勝沖地震と似ているので，もっと沖の大きな地震か

もしれない。 

1793年 

２月 17日 

(寛政５年) 

三陸沖 

ψ＝  38.5°Ｎ 

λ＝ 144.5°Ｅ 

8.0～ 

8.4 

２ 

[2.5] 

陸前・陸中・磐城：仙台領内で家屋損壊１千余，死 12。 

沿岸に津波が来て，大槌・両石で流潰家 71，死９，気

仙沼で流失家 300余。余震が多かった。  

1843年 

４月 25日 

(天保 14年) 

釧路沖 

ψ＝  42.0°Ｎ 

λ＝ 146.0°Ｅ 

≒7.5 ２ 釧路・根室：厚岸国泰寺で被害があった。津波があり，

全体で死 46。家屋破壊 76。八戸にも津波。松前・津軽

で強く感じ，江戸でも有感。 

1856年 

８月 23日 

(安政３年) 

青森県東方沖 

ψ＝  41.0°Ｎ 

λ＝ 1421/2°Ｅ 

≒7.5 ２ 

[2.5] 

日高・胆振・渡島・津軽・南部：震害は少なかったが，

津波が三陸及び北海道の南岸を襲った。南部藩で流失

93，潰 106，溺死 26，八戸藩でも死３等。余震が多か

った。1968年十勝沖地震に津波の様子がよく似ており，

もう少し海溝寄りの地震かもしれない。 

1894年 

３月 22日 

(明治 27年) 

根室半島南西沖 

ψ＝  421/2°Ｎ 

λ＝ 146°Ｅ 

7.9 ２ 

[2.5] 

根室沖：根室・厚岸で家屋・土蔵に被害。死１，家屋

潰 12，津波は宮古 4.0ｍ，大船渡 1.5ｍ等。 

1896年 

６月 15日 

(明治 29年) 

三陸沖 

ψ＝  391/2°Ｎ 

λ＝ 144°Ｅ 

８1/4 ４ 

[3.5] 

『明治三陸地震津波』：震害はない。津波が北海道よ

り牡鹿半島にいたる海岸に襲来し，死者は青森 343，

宮城 3452，北海道６，岩手 18158。家屋流失全半潰８

～９千以上，船の被害約７千。波高は，吉浜 24.4ｍ,

綾里 38.2ｍ，田老 14.6ｍ等。津波はハワイやカリフォ

ルニアに達した。Ｍは津波を考慮したもの。 

1933年 

３月３日 

(昭和８年) 

三陸沖 

ψ＝ 39°07.7′Ｎ 

λ＝145°07.0′Ｅ 

8.1 ３ 

[３] 

『三陸地震津波』：震害は少なかった。津波が太平洋岸

を襲い，三陸沿岸で被害は甚大。死・不明 3064，家屋

流失 4034，倒潰 1817，浸水 4018。波高は綾里湾で 28.7

ｍにも達した。日本海溝付近で発生した巨大な正断層

型地震と考えられている。 

1952年 

３月４日 

(昭和27年) 

十勝沖 

ψ＝ 41°42.3′Ｎ 

λ＝144°09.0′Ｅ 

8.2 ２ 

[2.5] 

『十勝沖地震』：北海道南部・東北北部に被害があり，

津波が関東地方に及ぶ。波高は北海道で３ｍ前後，三

陸沿岸で１～２ｍ。死 28，不明５，家屋全壊 815，半

壊 1324，流失 91。 
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（つづき） 

発生年月日 

発生場所 

緯度 

経度 

地震 

規模 

Ｍ 

津波 

規模 

ｍ 

地震・津波の概要 

1958年 

11月７日 

(昭和33年) 

択捉島南東沖 

ψ＝ 44°18.0′Ｎ 

λ＝148°30.0′Ｅ 

8.1 １ 

[２] 

(２) 

択捉島付近：釧路地方で電信線・鉄道・道路に小被害が

あった。太平洋岸各地に津波があり，小被害。 

1963年 

10月13日 

(昭和38年) 

択捉島南東沖 

ψ＝ 44°02.9′Ｎ 

λ＝149°49.5′Ｅ 

8.1 ２ 

[３] 

択捉島付近：津波があり，三陸沿岸で軽微な被害。花咲

で 1.2ｍ，八戸で 1.3ｍ等。 

1963年 

10月20日 

(昭和38年) 

択捉島南東沖 

ψ＝ 44°05.6′Ｎ 

λ＝150°00.3′Ｅ 

6.7 ２ 

[２] 

ウルップ島沖：10 月 13 日択捉島沖地震の余震。津波の

高さはウルップで 10～15ｍ，択捉島で８ｍ。 

1968年 

５月16日 

(昭和43年) 

青森県東方沖 

ψ＝ 40°41.9′Ｎ 

λ＝143°35.7′Ｅ 

7.9 ２ 

[2.5] 

『1968年十勝沖地震』：青森を中心に北海道南部･東北地

方に被害。死 52，傷 330，建物全壊 673，半壊 3004。青

森県下で道路損壊も多かった。津波があり，三陸沿岸３

～５ｍ，襟裳岬３ｍ，浸水 529，船舶流失沈没 127。コン

クリ－ト造建築の被害が目立った。 

1969年 

８月12日 

(昭和44年) 

北海道東方沖 

ψ＝ 43°22.6′Ｎ 

λ＝147°54.3′Ｅ 

7.8 ０ 

[2.5] 

(１) 

北海道東方沖：津波により北海道東部に軽い被害あり。

津波の高さは花咲 129cm，釧路 93cm，八戸 109cm。 

1973年 

６月17日 

(昭和48年) 

根室半島南東沖 

ψ＝ 43°03.5′Ｎ 

λ＝145°58.2′Ｅ 

7.4 ０ 

[２] 

(１) 

〈１〉 

『1973年６月 17日根室半島沖地震』：根室・釧路地方に

被害。全体で傷 26，家屋全壊２，一部破損１。小津波が

あり，波高は花咲で 2.8ｍ，浸水 275，船舶流失沈没 10。 

1994年 

10月４日 

(平成６年) 

北海道東方沖 

ψ＝ 43°22.5′Ｎ 

λ＝147°40.4′Ｅ 

8.2 [３] 

(２) 

〈２〉 

『平成６年（1994 年）北海道東方沖地震』：北海道東部

を中心に被害があり，傷 437，住家全壊 61，半壊 348。

津波は花咲で 173cm。震源に近い択捉島では死・不明 10

等，地震と津波で大きな被害。 

2003年 

９月26日 

（平成15年） 

十勝沖 

ψ＝ 41°46.7′Ｎ 

λ＝144°04.7′Ｅ 

8.0 [2.5] 

〈２〉 

『平成 15年（2003年）十勝沖地震』：太平洋プレート上

面の逆断層型プレート境界地震で 1952 年とほぼ同じ場

所。死１，不明１，傷 849，住家全壊 116，半壊 368。最

大震度６弱（道内９町村），北海道及び本州の太平洋岸に

最大４ｍ程度の津波。 

2011年 

３月11日 

（平成23年） 

東北沖 

ψ＝ 38°06.2′Ｎ 

λ＝142°51.7′Ｅ 

Ｍ Ｗ9.0 [４] 

〈４〉 

『平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震』：震源域

は岩手県から福島県までの東側沖合で南北に長さ 400km

におよび，日本海溝付近から沿岸部近くまで太平洋プレ

ートと陸側プレートの境界面で東西に 200km と広かっ

た。主として大津波によって，死者・行方不明者 1万 8000

余と明治三陸津波に次ぐ被害が生じた。 

 

注）・「発生年月日」は，宇佐美ほか(2013)(１)による。 

・「発生場所，緯度，経度」及び「地震規模 Ｍ」は，次の値を示している。 

1922年以前の地震，2011年の地震：宇佐美ほか(2013)(１) 

1923年以降の地震（2011年の地震を除く）：気象庁(1951－2010)(３)による。 

・「津波規模 ｍ」は，宇佐美ほか(2013)(１)による。 

ただし，[  ]は羽鳥による値（宇佐美ほか(2013)(１)により引用），（ ）は渡辺(1998)(２)による値，〈 〉は

国立天文台(2014)(４)による値で，宇佐美ほか(2013)(１)と異なる場合のみ示している。 

・「地震・津波の概要」は，宇佐美ほか(2013)(１)及び国立天文台(2014)(４)を参照している。 
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添３－ヘ第２表 主な既往の近地津波の津波高 

（単位：ｍ） 

市町村名 地名 

1611年 

慶長 16 

三陸沖 

1677年 

延宝５ 

青森県 

東方沖 

1763年 

宝暦 12 

青森県 

東方沖 

1856年 

安政３ 

青森県 

東方沖 

1896年 

明治 29 

三陸沖 

1933年 

昭和８ 

三陸沖 

1952年 

昭和 27 

十勝沖 

1968年 

昭和 43 

青森県 

東方沖 

2003年 

平成 15 

十勝沖 

2011年 

平成 23 

東北沖 

森町 森・東森      0.6～1.5  0.6  1.7～2.5 

  砂原      1.2～1.8     

鹿部町 鹿部           

函館市 臼尻    ３      1.9 

 椴法華    ３      1.1 

 山背泊        1.1  1.8 

 浜町           

 函館   １～２ ３ 1.8 0.9 0.3 1.0  1.6～3.1 

北斗市 上磯    1.5      1.6 

大間町 奥戸      1.6     

 大間        0.2～1.1  1.7 

風間浦村 易国間        2.2  1.6 

 下風呂      1.8    2.1 

 甲        2.6   

むつ市 木野部      1.5     

 大畑・湊    ４  1.0～1.4  2.2  2.5～2.6 

 出戸川      1.6     

 関根      1.0    2.2～2.7 

東通村 入口        1.2 1.7 2.3～5.2 

 岩屋        1.3  1.5～2.1 

 尻屋        2.2  1.8 

 尻労        1.0 2.6 2.3～2.6 

 小田野沢        2.7  1.9 

 老部        2.4   

 白糠        0.9  2.0～2.3 

六ヶ所村 袖戸        0.8～3.1   

 泊        0.6～2.5 1.5 2.4 

 出戸        4.2  2.8 

 尾駮        1.2～1.5  3.5 

 新納屋        3.7   

 高瀬川        1.6  1.9 

三沢市 塩釜      3.0  5.1  5.0～6.7 

 六川目      3.6～4.5  2.1  4.5～6.7 

 淋代      3.0～3.9  2.4  5.2～9.7 

 五川目      3.4  2.5  6.0～11.8 

 四川目      3.8～5.0  2.8～4.0  7.0～9.6 

 三川目      5.0  1.7  5.8～8.1 

おいらせ町 二川目      4.0  2.7  4.5～8.8 

 一川目      1.8～4.2  1.7～4.1  4.8～11.0 

 川口・百石    ４  2.5～5.0  3.7～4.0  1.3～8.9 

八戸市 市川・橋向      3.0～3.8    3.0～9.6 

 河原木      1.5～3.0  2.1～4.8  3.3～8.4 

 八戸（湊）   １～３ ３～４   2.0 1.6～3.2  1.9～7.1 

 鮫・蕪島     ３ 2.1～4.7  1.5～4.4  4.5～6.4 

野田村 野田  ４～５  ６ 10.5～20.0 5.0～15.6 2.2 3.9～4.6  5.2～38.4 

宮古市 田老 15～21 ２～３  3.8～４ 8.5～14.6 4.0～10.1 1.0 1.2～1.5 0.8 7.4～39.8 

 宮古 ６～８ ２～３ １～２ ２ 4.6 3.0～8.2 0.7～1.3 1.2～2.0 1.0～1.1 0.4～38.3 

大槌町 大槌(大須賀) 5～10 2.8～4  ３～3.5 2.7～4.0 2.9～3.9  2.2～2.3  7.2～18.1 

釜石市 釜石   １ ３～3.7 4.5～8.2 2.7～5.4 ２ 2.0～3.2 1.3 4.2～30.6 

文献 
羽鳥 

(2000)(５) 
羽鳥 

(2000)(５) 
羽鳥 

(2000)(５) 
羽鳥 

(2000)(５) 

中央 

気象台 

(1933)(６) 

他 (２)，(７)，(８) 

中央 

気象台 

(1933)(６) 

他 (８)～(10) 

渡辺 

(1998)(２) 
岸 

(1969)(11) 
東北大学

(2004)(12) 

東北地方 

太平洋沖 

地震津波 

合同調査 

グループ

(2012)(13) 
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添３－ヘ第３表 主な既往の遠地津波 

発生年月日 
発生場所 

緯度 

経度 

地震 

規模 

Ｍ 
[Ｍt] 
〈Ｍｓ〉 

津波 

規模 

ｍ 

地震・津波の概要 

1586年 

７月10日 

(天正14年) 

ペルーのリマ沖 

ψ＝12.3°Ｓ 

λ＝77.7°Ｗ 

7.7 ４ 津波の高さはリマで 26ｍ，10km内陸まで浸入。三陸の

陸前海岸で津波あり。 

1687年 

10月20日 

(貞享４年) 

ペルーのカヤオ沖 

ψ＝15.2°Ｓ 

λ＝75.9°Ｗ 

7.6 ３ カヤオ，チャシカイ，ピスコで津波。この津波は日本

沿岸にも波及し，塩釜で高さ 1.5～1.6尺（約 50cm），

12～13回押し寄せた。沖縄でも３回津波が押し寄せた。  

1700年 

１月26日 

(元禄12年) 

北米北西部沖(カス

ケード地帯) 

９クラス 

[９？] 

３～４ 米国やカナダの沿岸における津波の高さは５～７ｍと

推定。日本沿岸各地の津波の高さは岩手県宮古３ｍ，

同大槌と和歌山県田辺で２ｍ，茨城県那珂湊や静岡県

清水（三保）で約２ｍと推定される。宮古と田辺で津

波の被害があったという。 

1730年 

７月８日 

(享保15年) 

チリのバルパライ

ソ沖 

ψ＝33.1°Ｓ 

λ＝71.6°Ｗ 

8.7 ４ バルパライソは浸水が激しく，港は破壊された。コン

セプシオン全滅。津波は三陸の陸前沿岸に襲来，牡鹿

半島で田畑が浸水した。 

1751年 

５月25日 

(宝暦１年) 

チリのコンセプシ

オン沖 

ψ＝36.8°Ｓ 

λ＝71.6°Ｗ 

8.5 ３ 古いコンセプシオンは全滅。津波は日本沿岸へ襲来，

三陸沿岸の大槌，牡鹿及び気仙沼で床まで浸水した。  

1780年 

６月29日 

(安永９年) 

千島列島ウルップ

島南東沖 

ψ＝46.0°Ｎ 

λ＝151.0°Ｅ 

7.5 ３ ウルップ島で津波の高さ 10～12ｍ。同島東岸（ワニノ

フ）に停泊中のロシア船山上に打ち上げられた。津波

は北海道東岸へ襲来した。 

1837年 

11月７日 

(天保８年) 

チリ南部沖 

ψ＝39.8°Ｓ 

λ＝73.2°Ｗ 

8.0 

[９1/4] 

３ コンセプシオン，バルデビアで大津波。津波によりハ

ワイ諸島で大被害。三陸沿岸陸前の気仙沼湾，本吉，

牡鹿及び宮城の３郡で潮溢れる。 

1868年 

８月13日 

(慶応４年) 

チリ北部アリカ沖 

ψ＝18.5°Ｓ 

λ＝70.4°Ｗ 

8.5 

[9.0] 

４ 『アリカ地震』：チリ北部（当時ペルー領）で大津波と

なり太平洋に波及した。アリカで津波の高さ 14ｍ，死

者 25000 人ともいわれている。ハワイ島で大被害。日

本沿岸では函館で２ｍ，宮城県本吉郡，伊豆下田，沖

縄那覇港でも観測。 

1877年 

５月10日 

(明治10年) 

チリのイキケ沖 

ψ＝19.6°Ｓ 

λ＝70.2°Ｗ 

8.3 

[9.0] 

４ 『イキケ地震』：1868年以上のチリ大地震。太平洋沿岸

全域に波及。チリ沿岸では 1.2～24ｍ。ハワイ諸島で

1.2～6.6ｍ。日本沿岸では，函館 2.4ｍ，釜石３ｍ，東

京湾 0.7ｍ。函館と三陸沿岸で被害があった。また房総

半島で死者を含む被害があった。 

1918年 

９月７日 

(大正７年) 

千島列島ウルップ

島東方沖 

ψ＝45.5°Ｎ 

λ＝151.5°Ｅ 

8.2 

[8.5] 

３ 津波の高さはウルップ島東岸で 12ｍ。日本沿岸では，

根室１ｍ，函館 0.5ｍ，三陸沿岸１ｍ以下。父島では

1.4ｍで家屋浸水 12，橋梁流失２の被害。 

1922年 

11月11日 

(大正11年) 

チリのアタカマ沖 

ψ＝28.5°Ｓ 

λ＝70°Ｗ 

8.3 

[8.7] 

３ 『アタカマ地震』：チリ沿岸で大津波となり，太平洋沿

岸各地に波及した。ペルーのカヤオで 24ｍ。日本沿岸

の津波の最大全振幅は，花咲 60cm，鮎川 65cm等。大船

渡で家屋 30棟が波に洗われた（高さ１～２ｍか）。 
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（つづき） 

発生年月日 
発生場所 

緯度 

経度 

地震 

規模 

Ｍ 
[Ｍt] 
〈Ｍｓ〉 

津波 

規模 

ｍ 

地震・津波の概要 

1946年 

４月１日 

(昭和21年) 

アリューシャン列

島東部 

ψ＝52.8°Ｎ 

λ＝162.5°Ｗ 

7.4 

[9.3] 

４ 『アリューシャン津波』：アリューシャンのウニマク島灯

台で 30.5ｍ，ハワイ諸島で 0.5～17ｍの高さとなる等太

平洋沿岸各地にかなりの津波が襲来した。日本沿岸の津

波の最大全振幅は鮎川 56cm，八戸 20cm等。 

1952年 

11月４日 

(昭和27年) 

カムチャツカ半島

南東沖 

ψ＝52.3°Ｎ 

λ＝161.0°Ｅ 

8.5 

[9.0] 

３ 『カムチャツカ津波』：カムチャツカ半島で１～15ｍの津

波。ハワイ諸島で 10.4ｍに達する等太平洋沿岸全域に影

響した。日本沿岸における津波の高さは 0.5～3.0ｍ程

度。北海道，三陸沿岸，下田，尾鷲等広範囲で家屋の浸

水があり，三陸沿岸では漁業関係の被害があった。 

1960年 

５月22日 

(昭和35年) 

チリ南部沖 

ψ＝39.5°Ｓ 

λ＝74.5°Ｗ 

8.5 

[9.4] 

４ 『チリ地震津波』：チリのイスラ・モチャで 20～25ｍの

津波。太平洋沿岸各地に波及し，ハワイ諸島で 10.5ｍに

達する。日本沿岸での波高は三陸沿岸で 0.8～8.1ｍ，そ

の他で 0.6～4.2ｍ。日本全体で死・不明 142（うち沖縄

で３），家屋全壊 1500余，半壊２千余。 

1964年 

３月28日 

(昭和39年) 

アラスカ湾 

ψ＝61.1°Ｎ 

λ＝147.5°Ｗ 

9.2 

[9.1] 

〈8.4〉 

４ 『アラスカ地震津波』：アラスカのバルディーズで 6.1～

30ｍの津波。日本では三陸沿岸で漁業施設に若干の被害

があった。 

1965年 

２月４日 

(昭和40年) 

アリューシャン列

島 

ψ＝51.3°Ｎ 

λ＝178.6°Ｅ 

8.7 

[8.6] 

〈8.2〉 

３ アリューシャンで 0.2～10ｍの津波。三陸沿岸の浅海漁

業施設に僅かの被害があった。 

1996年 

２月17日 

(平成８年) 

インドネシアのイ

リアン・ジャヤ沖 

ψ＝0.950°Ｓ 

λ＝137.016°Ｅ 

〈8.1〉 ３ インドネシアのビアック島で最大 7.7ｍ（津波到達時の

潮位上）に達した。日本沿岸の津波の最大全振幅は，父

島で 195cm，串本で 170cm。土佐清水では漁船 20艘が転

覆し，八丈島で漁船に被害があった。 

2010年 

２月27日 

(平成22年) 

チリ中部沖 

ψ＝36.12°Ｓ 

λ＝72.90°Ｗ 

8.5 [３] チリ沿岸は平均５～９ｍの津波（遡上高さ）。最大は 28

ｍ（遡上高さ）。日本沿岸での最大は気仙沼湾奥で 3.0ｍ

（全振幅）。 

注）・「発生年月日」は，宇佐美ほか(2013)(１)による。 

・「発生場所，緯度，経度」，「地震規模 Ｍ[Ｍt]〈Ｍｓ〉」及び「津波規模 ｍ」は，次の値を示している。 

2010年の地震：国立天文台(2014)(４)による。ただし，「津波規模 ｍ」は宇佐美ほか(2013)(１)による。 

2010年以外の地震：渡辺(1998)(２)による。 

Ｍtは津波マグニチュードを，Ｍsは表面波マグニチュードを示す。 

・「地震・津波の概要」は，次を参照している。 

2010年の地震：今村ほか(2010)(18)及び都司ほか(2010)(19)による。 

2010年以外の地震：渡辺(1998)(２)による。 
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  添３－ヘ第４表 主な既往の遠地津波の津波高 

（単位：ｍ）      

市町村名 地名 

1868年 

慶応４ 

チリ北部 

アリカ沖 

1877年 

明治 10 

チリの 

イキケ沖 

1952年 

昭和 27 

カムチャツカ 

半島南東沖 

1960年 

昭和 35 

チリ南部沖 

森町 森・東森    1.5 

  砂原    1.5 

鹿部町 鹿部    0.9 

函館市 臼尻    0.4 

 椴法華     

 山背泊    1.9 

 浜町    1.2 

 函館 ２ 2.4 0.5～1.5 1.4～2.9 

北斗市 上磯    1.3～1.9 

大間町 奥戸     

 大間    2.0 

風間浦村 易国間     

 下風呂     

 甲     

むつ市 木野部    1.9～2.3 

 大畑・湊    1.4～2.1 

 出戸川    1.2 

 関根    1.6 

東通村 入口    1.7～1.8 

 岩屋    1.3 

 尻屋    1.4 

 尻労     

 小田野沢     

 老部     

 白糠    2.0 

六ヶ所村 袖戸     

 泊     

 出戸     

 尾駮    1.0 

 新納屋     

 高瀬川    2.2 

三沢市 塩釜     

 六川目    2.0 

 淋代     

 五川目    2.3 

 四川目    1.9 

 三川目    1.3 

おいらせ町 二川目    1.0 

 一川目    1.2 

 川口・百石    3.2～4.9 

八戸市 市川・橋向    1.5～3.4 

 河原木    2.2～5.3 

 八戸（湊）    2.5～4.3 

 鮫・蕪島   1.8 3.9 

野田村 野田    4.9～5.2 

宮古市 田老   2.2 1.8～3.2 

 宮古   0.4～1.8 1.2～2.4 

大槌町 大槌(大須賀)   1.5 2.4～3.9 

釜石市 釜石  ３  2.1～3.3 

文献 渡辺(1998)(２) 渡辺(1998)(２) 渡辺(1998)(２) 
チリ津波 

合同調査班 

(1961)(14)他 (15) 
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添３－ヘ第５表 主な計算条件 

空間格子間隔 

Δs(ｍ) 
1440 

480 

(1440/3) 

160 

(1440/9) 

80 

(1440/18) 

40 

(1440/36) 

20 

(1440/72) 

10 

(1440/144) 

５ 

(1440/288) 

時間格子間隔 

Δt(s) 
0.1 

基礎方程式 後藤・小川(1982)(22)の非線形長波式 

沖側境界条件 自由透過 外側の大格子領域と水位・流量を接続 

陸側境界条件 完全反射 小谷ほか(1998)(23)の遡上境界条件 

越流境界条件 － 
本間(1940)(24)の 

越流境界条件 

初期海面変動 
地震断層モデルを用いて Mansinha and Smylie(1971)(25)の方法により 

計算される鉛直変位を海面上に与える 

海底摩擦係数 マニングの粗度係数 n=0.03ｍ-1/3s（土木学会(2016)(47)より） 

水平渦動粘性係数 考慮しない 

潮位条件 Ｔ .Ｍ .Ｓ .Ｌ .±0.0ｍ 

計算再現時間 地震発生後４時間 

基礎方程式：非線形長波［浅水理論］の連続式及び運動方程式 
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ここで， x , y  : 水平座標 (ｍ)  t  : 時間 (s) 

xQ , yQ  : x , y 方向の単位幅当たりの流量（＝流速×全水深）(ｍ2/s) 

η：静水面からの水位 (ｍ)   D ：全水深（ η+= h ）(ｍ) 

h ：静水深 (ｍ) g ：重力加速度 (ｍ/s2) 

n ：マニングの粗度係数 (ｍ-1/3s) 
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添３－ヘ第６表 海域の活断層による地殻内地震に起因する津波の 

推定津波高 

海域活断層 
断層長 

Ｌ(km) 

断層幅 

Ｗ(km) 

すべり量 

Ｄ(ｍ) 

地震 

モーメント 

Ｍ０(Ｎ･ｍ) 

モーメント 

マグニ 

チュード 

ＭＷ 

津波の 

伝播距離 

△(㎞) 

推定 

津波高 

Ｈt(ｍ) 

F-a 20 12.0 2.11 1.75×1019 6.8 63 0.3 

F-b 15 10.0 1.58 8.18×1018 6.5 64 0.2 

F-c 15 10.0 1.58 8.18×1018 6.5 38 0.3 

F-d ６ 4.0 0.63 5.24×1017 5.7 15 0.2 
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添３－ヘ第７表(１) 二層流モデルの主な計算条件 

計算格子間隔 

Δt（s） 

計算時間 

（h） 

海底摩擦係数 

（マニングの粗度係数） 

n（ｍ-1/3s） 
界面抵抗係数 

fint 

水平渦動粘性

係数 

ν（ｍ2/s） 
上層 下層 

0.15 ３ 0.03 0.40 0.0 考慮しない 

 

添３－ヘ第７表(２) Kinematic landslideモデルの主な計算条件 

計算格子間隔 
Δt（s） 

計算時間 
（h） 

鉛直変位 
ライズタイム（s） 

変動伝播速度 
（ｍ/s） 

0.15 ３ 120 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

添３－ヘ第８表 既往知見と「すべり量３倍モデル」及び「全域超大すべり域モデル」のすべり量の比較 

 

 

巨大地震のすべり量に関する文献調査結果 評価モデル 

2011年東北地方太平洋沖型

地震モデル（杉野ほか 

（2014）(42)） 

南海トラフの巨大地震の 

津波断層モデル（内閣府

（2012）(27)） 

世界のＭｗ9.0クラスの巨大津波 

（M.Johnson and Satake（1999）(43)

等 (44)～(46)） 

既往知見を踏まえた 

津波の評価モデル 

すべり量３倍 

モデル 

全域超大すべり域 

モデル 

平均すべり量 10.4ｍ 8.8～11.3ｍ 
大きいもので 

11ｍ 
8.40ｍ 25.20ｍ 31.19ｍ 

最大すべり量 31.2ｍ 
最大のモデルで 

「60～70ｍ」 

大きいもので 

「28～32ｍ」 
31.19ｍ 93.56ｍ 31.19ｍ 
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添３－ヘ第３図 青森県東方沖から三陸沖で発生した津波の推定波源域 

 

  

1677延宝 

2011東北地方太平洋沖 

1611慶長 

1933昭和 

1968十勝沖 

1856安政八戸沖 

1896明治 

「1611慶長」及び「1677延宝」は 

羽鳥(2000)(５)による推定波源域 

（地震調査委員会(2012)(16)の図に加筆） 
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諸元 

（土木学会（2002）(26)の諸元を補正） 

モーメント 

マグニチュ

ード 

ＭＷ 

断層長さ 

Ｌ 

(km) 

断層幅 

Ｗ 

(km) 

走向 

θ 

(°) 

上縁深さ 

ｄ 

(km) 

傾斜角 

δ 

(°) 

すべり角 

λ 

(°) 

剛性率 

μ 

(Ｎ/ｍ2) 

すべり量 

Ｄ 

(ｍ) 

8.32 120 70 205 26 20 90 5.0×1010 9.00 

 

添３－ヘ第５図(１)  既往津波の再現性の確認に用いた波源モデルの 

   位置及び諸元（1856年の津波） 

400km 200 ０ 

 

Ｎ 

敷地  
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諸元 

（土木学会（2002）(26)の諸元を補正） 

モーメント 

マグニチュ

ード 

ＭＷ 

断層長さ 

Ｌ 

(km) 

断層幅 

Ｗ 

(km) 

走向 

θ 

(°) 

上縁深さ 

ｄ 

(km) 

傾斜角 

δ 

(°) 

すべり角 

λ 

(°) 

剛性率 

μ 

(Ｎ/ｍ2) 

すべり量 

Ｄ 

(ｍ) 

8.36 150 100 195 12 20 76 5.0×1010 5.90 

 

添３－ヘ第５図(２)  既往津波の再現性の確認に用いた波源モデルの 

          位置及び諸元（1968年十勝沖地震に伴う津波）  

400km 200 ０ 

敷地  

 

Ｎ 
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添３－ヘ第６図 計算領域とその水深及び格子分割  

1440ｍ 

  480ｍ 

  160ｍ 

   80ｍ 

空間格子間隔Δs 
400km 200 ０ 

 

Ｎ 

※コンター線は，1000ｍピッチ 
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添３－ヘ第７図 敷地近傍の計算領域とその水深及び格子分割  

※コンター線は，陸域５ｍ，海域２ｍピッチ 

※コンター線は，陸域 10ｍ，海域５ｍピッチ 

 

Ｎ 

8.0km 4.0 ０ 

2.0km 1.0 ０ 

80ｍ 

40ｍ 

20ｍ 

10ｍ 

５ｍ 

空間格子間隔Δs 

 

Ｎ 
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北 海 道 根 室 市

北 海 道 厚 岸 町

北 海 道 広 尾 町

北 海 道 え り も 町

北 海 道 様 似 町

北 海 道 浦 河 町

北 海 道 新 ひ だ か 町

北 海 道 白 老 町

北 海 道 伊 達 市

北 海 道 八 雲 町

青 森 県 三 沢 市

青 森 県 八 戸 市

青 森 県 階 上 町

青 森 県 階 上 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 洋 野 町

岩 手 県 久 慈 市

岩 手 県 久 慈 市
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岩 手 県 久 慈 市
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岩 手 県 宮 古 市
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諸元 

（添３－ヘ第５図(２)に示す波源モデルの諸元を補正） 

モーメント 

マグニチュ

ード 

ＭＷ 

断層長さ 

Ｌ 

(km) 

断層幅 

Ｗ 

(km) 

走向 

θ 

(°) 

上縁深さ 

ｄ 

(km) 

傾斜角 

δ 

(°) 

すべり角 

λ 

(°) 

剛性率 

μ 
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添３－ヘ第 10図 三陸沖北部のプレート間地震の波源モデルの 

位置及び諸元  
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諸元 

（土木学会（2002）(26)の諸元） 

モーメント 

マグニチュ

ード 

ＭＷ 
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すべり角 
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μ 
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すべり量 

Ｄ 
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8.3 210 50 188 １ 20 75 3.5×1010 9.70 

 

添３－ヘ第 11図 津波地震の波源モデルの位置及び諸元 
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添３－ヘ第 12図 北方への連動型地震の波源モデルの位置及び諸元 

（基本モデル） 

大すべり域 

超大すべり域 

基本すべり域 
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添３－ヘ第 13図(１) 北方への連動型地震の波源モデルの位置及び諸元 

（すべり量割増モデル） 

大すべり域 

超大すべり域 

基本すべり域 

背景領域 
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添３－ヘ第 13図(２) 北方への連動型地震の波源モデルの位置及び諸元 

（海溝側強調モデル） 

大すべり域 

超大すべり域 
基本すべり域 

背景領域 

中間大すべり域 
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添３－ヘ第 14図 破壊開始点の位置 
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添３－ヘ第 20図 格子間隔の妥当性に係る検討結果  

土木学会（2016）（47）により算定される格子間隔の目安は，尾駮沼奥で 31ｍ以下，尾駮沼入り口～

尾駮沼中央部で 111ｍ程度である。一方，当該領域の格子間隔は５ｍに設定している。 
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諸元 

（土木学会（2002）(26)の諸元を補正） 
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すべり角 
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(ｍ) 

8.6 283 50 180 １ 45 270 7.0×1010 10.10 

 

添３－ヘ第 21図 海洋プレート内地震の波源モデルの位置及び諸元 

（正断層型の地震） 
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添３－ヘ第 22図 敷地周辺海域の活断層分布 
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添３－ヘ第 23図 海底地すべり地形 
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（黒線：現地形，赤線：復元地形） 

 

 

添３－ヘ第 24図 海底地すべり地形の断面 
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添３－ヘ第 25図 計算領域とその水深及び格子分割  

※コンター線は，1000ｍピッチ 

※Δs=40ｍ以下の計算領域については添３－ヘ第７図参照 

1280ｍ 

  640ｍ 

  320ｍ 
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添３－ヘ第 26図(１) すべり量３倍モデルの位置及び諸元 
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添３－ヘ第 26図(２) 全域超大すべり域モデルの位置及び諸元 

 

超大すべり域 
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３－ト－1 

ト．火  山 

(イ) 検討の基本方針 

自然現象に対する設計上の考慮として，想定される自然現象が

発生した場合においても加工施設（以下，「ト．火  山」では

「施設」という。）が安全機能を損なわないことを確認するため，

火山影響の可能性について検討し，施設の運用期間中における影

響について確認する。 

評価は，立地評価と影響評価の２段階で行う。 

立地評価では，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，設計対

応不可能な火山事象が施設の運用期間中に影響を及ぼす可能性に

ついて評価を行う。施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対

応不可能な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が

含まれ，過去に巨大噴火が発生した火山については，「巨大噴火

の可能性評価」を行った上で，「最後の巨大噴火以降の火山活動

の評価」を行う。巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した場

合でも，火山活動のモニタリングを行い，施設の運用期間中にお

いて巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が維持され

ていることを確認する。 

影響評価では，施設の安全性に影響を与える可能性のある火山

事象について評価を行う。 
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(ロ) 調査及び検討内容 

(１) 文献調査 

第四紀に活動した火山（以下，「第四紀火山」という。）の

うち，施設に影響を及ぼし得る火山を抽出し，立地評価及び影

響評価を行うことを目的として，第四紀火山について，敷地を

中心とする半径 160km の範囲（以下，「地理的領域」という。）

を対象に文献調査を実施した。 

地理的領域内の第四紀火山の文献調査は，年代，活動様式等

が網羅的に整理されているカタログを用いた。カタログは，

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)，「日本活

火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)，「第四紀火山岩

体・貫入岩体データベース」（西来ほか編，2012）(３)，「第四

紀噴火・貫入活動データベース」（西来ほか編，2014）(４)，

「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編，

1999）(５)，「１万年噴火イベントデータ集」（産業技術総合研

究所地質調査総合センター編，2017）(６)及び各種「地質図幅」

である。また，カタログの引用文献等についても収集し，加え

て，「海域火山データベース」（海上保安庁海洋情報部）(７)，

「日本の主要第四紀火山の積算マグマ噴出量階段図」（山元，

2015）(８)及び「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，2011）

(９)についても文献調査を実施した。さらに，文献収集の更なる

網羅性向上のため，補足的に国内外の主な科学技術系論文デー

タベースを用いて，地理的領域内の第四紀火山に関する論文等

について文献調査を実施した。 

なお，降下火砕物については，上記文献を用いて，地理的領
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域外の火山についても文献調査を実施した。 

また，施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能

な火山事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれ

る火山については，地球物理学的調査の知見や近い将来の巨大

噴火の発生可能性についても文献調査を実施した。 

 (２) 地形調査 

主に国土地理院撮影の空中写真及び同院発行の地形図を使用

して空中写真判読を行い，敷地を中心とする半径 30km の範囲及

びその周辺地域において，第四紀火山の可能性がある地形の有

無を把握した。 

 (３) 地質調査 

地理的領域内の第四紀火山の噴出物を対象に地表踏査等を実

施し，敷地を中心とする半径 30km の範囲及びその周辺地域にお

いて，噴出物の種類，分布，第四紀火山の活動時期等を把握し

た。 

 (４) 火山学的調査 

地質調査において確認した降下火砕物及び火砕流堆積物を対

象に，堆積物の厚さ，空間分布等を把握した。 

 (５) 地球物理学的調査 

施設に影響を及ぼし得る火山のうち，設計対応不可能な火山

事象の到達可能性範囲に敷地若しくは敷地近傍が含まれる火山

を対象に，地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変

動に関する検討を実施し，現在のマグマ溜まりの状況について

把握した。 
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(ハ) 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出 

地理的領域内の第四紀火山の分布を添３－ト第１表及び添３－

ト第１図に，火山地質図を添３－ト第２図に示す。地理的領域内

には 48 の第四紀火山が分布する。敷地が位置する下北半島は，

北側は津軽海峡に，東側は太平洋に，西側は陸奥湾にそれぞれ面

している。敷地は，下北半島南部の太平洋側に位置し，この位置は

火山フロントの前弧側（東方）にある。 

地理的領域内の第四紀火山の形式，活動年代及び最後の活動か

らの経過期間を添３－ト第２表に示す。これらの火山について，

施設に影響を及ぼし得る火山を抽出した。 

 (１) 完新世に活動を行った火山 

「日本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)及び「日

本活火山総覧（第４版）」（気象庁編，2013）(２)を参照し，地

理的領域内の第四紀火山のうち，完新世に活動を行った火山

（以下，「活火山」という。）を抽出した。 

その結果， 北海道駒ヶ岳
ほっかいどうこまがたけ

， 恵山
えさん

， 恐山
おそれざん

， 岩木山
いわきさん

，北

八甲田
はっこうだ

火山群（気象庁編（2013）(２)による「八甲田山」に相当

する。），十和田
とわだ

，秋田焼山
あきたやけやま

， 八幡平
はちまんたい

火山群（気象庁編

（2013）(２)による「八幡平」に相当する。），岩手山
いわてさん

及び

秋田駒ヶ岳
あきたこまがたけ

の 10 火山を完新世に活動を行った火山として抽出

した。 

 (２) 完新世に活動を行っていない火山 

完新世に活動を行っていない火山（38 火山）について，「日

本の火山（第３版）」（中野ほか編，2013）(１)等の記載年代に

基づき，最後の噴火から現在までの経過期間の方が，全活動期
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間あるいは活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなせる場

合は，将来の活動可能性が否定できない火山と評価した。 

その結果，横津岳
よこつだけ

，陸奥燧岳
むつひうちだけ

，田代岳
たしろだけ

，藤沢森
ふじさわもり

，南八甲田

火山群，八甲田カルデラ，先十和田，玉川
たまがわ

カルデラ，網
あ み

張
は り

火

山群，乳頭
にゅうとう

・高倉
たかくら

及び 荷葉岳
かようだけ

の 11 火山を将来の活動可能性

が否定できない火山として抽出した。 

 (３) 施設に影響を及ぼし得る火山 

施設に影響を及ぼし得る火山として，「(ハ) (１) 完新世

に活動を行った火山」及び「(ハ) (２) 完新世に活動を行って

いない火山」より，北海道駒ヶ岳，恵山，恐山，岩木山，北八

甲田火山群，十和田，秋田焼山，八幡平火山群，岩手山，秋田

駒ヶ岳，横津岳，陸奥燧岳，田代岳，藤沢森，南八甲田火山群，

八甲田カルデラ，先十和田，玉川カルデラ，網張火山群，乳

頭・高倉及び荷葉岳の 21火山を抽出した。 
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(ニ) 施設に影響を及ぼし得る火山の火山活動に関する個別評価 

(１) 詳細調査対象火山の抽出 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）について，活動履歴

に関する文献調査により，立地評価の対象となる設計対応不可

能な火山事象の発生実績，過去最大規模の噴火による火山噴出

物の敷地への到達可能性等について添３－ト第３表に整理した。 

火砕物密度流については，敷地近傍では火砕流堆積物の分布

は認められないものの，十和田及び八甲田カルデラの過去最大

規模の噴火における火砕流の到達可能性範囲に敷地若しくは敷

地近傍が含まれる（添３－ト第３図，添３－ト第４図参照）。

一方，十和田及び八甲田カルデラ以外の施設に影響を及ぼし得

る火山については，発生実績や敷地からの離隔等より，火砕物

密度流が敷地に到達する可能性は十分に小さいと評価した。 

溶岩流，岩屑
がんせつ

なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地

から 50km 以内に分布する恐山及び八甲田カルデラが評価対象火

山となる。恐山については，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び

斜面崩壊に伴う堆積物は敷地周辺には分布しない。一方，八甲

田カルデラについては，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面

崩壊の発生実績が認められない。その他の 19 火山については，

敷地から 50km 以内に分布しないことから，評価対象外である。

したがって，これらの火山事象が敷地に到達する可能性は十分

に小さいと評価した。 

新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地が，施設に

影響を及ぼし得る火山の過去の火口及びその近傍に位置しない

こと，並びに火山フロントより前弧側（東方）に位置すること
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から，これらの火山事象が敷地において発生する可能性は十分

に小さいと評価した。 

以上のことから，施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）の

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象は，過去最大規

模の噴火を想定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

一方，火砕物密度流については，敷地及び敷地近傍が十和田

及び八甲田カルデラの火砕流の到達可能性範囲に含まれること

から，十和田及び八甲田カルデラについて，詳細な調査・検討

を実施した。なお，八甲田カルデラについては，隣接する南八

甲田火山群及び北八甲田火山群を含めて「八甲田山」として詳

細な調査・検討を実施した。 

 (２) 十和田 

気象庁編（2013）(２)によると，十和田は先カルデラ成層火山

群，十和田カルデラ及び後カルデラ成層火山・溶岩ドームから

なるとしている。その活動は，Hayakawa（1985）(10)によると，

先カルデラ期，カルデラ形成期及び後カルデラ期に区分される

としている。 

Hayakawa（1985）(10)及び工藤ほか（2011）(11)によると，カ

ルデラ形成期に火砕流を伴う規模の大きな噴火を３回（十和田

奥瀬
おくせ

火砕流，十和田 大不動
おおふどう

火砕流，十和田八戸火砕流）起こ

している（添３－ト第５図参照）。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)は，地球化学的特徴から

十和田奥瀬火砕流を噴出した噴火を先カルデラ期とみなすとし

ており，見解が分かれている（添３－ト第６図参照）。 
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Hayakawa（1985）(10)によると，後カルデラ期に毛馬内火砕流

（見かけの噴出量は約５km3）を噴出したとしている。 

これらの噴火のうち巨大噴火に該当する噴火は，十和田大不

動火砕流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）及び十和田八戸火砕

流（見かけの噴出量は約 40km3(10)）を噴出した噴火（以下，そ

れぞれを「噴火エピソードＮ」及び「噴火エピソードＬ」とい

う。）である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（噴火エピソードＬ）以降の噴火を対象に評価を実施した。 

なお，十和田奥瀬火砕流（見かけの噴出量は約 10km3(10)）を

噴出した噴火は巨大噴火に該当しないが，噴火の様式と規模に

基づきカルデラ形成期として整理した。 

① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 

工藤ほか（2011）(11)によると，現在の活動期である後カル

デラ期は，高頻度（噴火間隔 3400 年以下）かつ一回の噴出量

が 2.5DREkm3以下であり，カルデラ形成期の低頻度（噴火間隔

22000 年～4000 年）かつ一回の噴出量 1.2DREkm3～20.3DREkm3

とは異なるとしている（添３－ト第５図参照）。一方で，十

和田の 10 万年前以降のマグマ供給率はほぼ一定であり，また，

後カルデラ期は先カルデラ期後期と活動様式が類似している

ことから，今後マグマ供給率が減少しなければ，長期的（数

万年スケール）には再びカルデラ形成期に移行する可能性が

指摘されるとしている。しかし，過去の活動履歴から，大規

模噴火の前には数万年にわたって局在的な低噴出率期（噴火

エピソードＮの前は 0.07DREkm3/千年，噴火エピソードＬの前
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は 0.12DREkm3/千年）が先行するとしており，現在 

の活動は，約 15000 年間にわたって高噴出率期(0.70DREkm3/

千年)にあり，噴出量１DREkm3以下の小規模噴火も数多く発生

していることから，現状ではカルデラ形成期のような状態に

至っていないと考えられるとしている。したがって，今後も

短期的（数百年～数千年スケール）には，過去 15000 年間と

同様な活動が継続すると推定され，仮に，今後カルデラ形成

を伴う大規模噴火が発生するとしても数万年先になると予想

されるとしている。なお，工藤ほか（2011）(11)の「カルデラ

形成を伴う大規模噴火」は，「巨大噴火」に相当する。 

一方，Yamamoto et al.（2018）(12)において，階段ダイア

グラム（添３－ト第６図参照）が示されており，これに基づ

き噴出率の傾向を確認した結果，カルデラ形成期の巨大噴火

前は低噴出率期（噴火エピソードＮの前は約 0.11DREkm3/千年，

噴火エピソードＬの前は約 0.15DREkm3/千年）であるが，現在

の後カルデラ期は高噴出率期(約 0.71DREkm3/千年)となってい

る。これは，工藤ほか（2011）(11)による噴出率の傾向と同様

である。 

また，文献調査により，十和田における近い将来の巨大噴

火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，高橋

（2008）(13)及び工藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の

可能性が低いとする主旨の知見は認められるが，巨大噴火が

起こる可能性があるとする知見は認められない。また，十和

田火山防災協議会（2018）(14)による十和田火山災害想定影響

範囲図においても，巨大噴火を想定していない。 
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ｂ．地質調査及び火山学的調査 

十和田における巨大噴火に伴う２回の大規模火砕流（十和

田大不動火砕流及び十和田八戸火砕流）の噴出物を対象に調

査を実施し，その分布を確認した。十和田近傍から敷地を中

心とした地域にかけての地質柱状図を添３－ト第７図に示す。

なお，巨大噴火には該当しないものの，十和田奥瀬火砕流は

敷地には到達していないことを確認した。 

(ａ) 十和田大不動火砕流 

十和田大不動火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出

に先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田 切田
きりだ

テフ

ラ）が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物

が認められる。十和田大不動火砕流堆積物及び十和田切田

テフラの分布を添３－ト第８図に示す。 

十和田大不動火砕流堆積物は，六ヶ所 鷹架
たかほこ

西（Loc.33）

及び野辺地 目ノ越
めのこし

１（Loc.50）において，ローム層中に軽

石混じり火山灰層（火砕流堆積物）が層厚約 16cm 及び約３

cmのパッチ状として認められる。 

また，敷地を含むさらに北方の地域では，層相から火砕

流堆積物と判断できないものの，ローム層中に十和田大不

動火砕流起源に対比される径約１cm 以下の軽石が認められ，

敷地内（Loc.26）においては最大平均粒径約４mm の軽石が

認められる（添３－ト第９図参照）。 

したがって，十和田大不動火砕流は敷地に到達した可能

性が高いと考えられるが，火砕流堆積物の分布及びその層

相の特徴より，敷地はその到達末端に位置すると評価した。
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一方，十和田切田テフラは，北方に向かって層厚を減じ，

東北 淋代
さびしろ

２（Loc.19），六ヶ所 平沼
ひらぬま

１（Loc．23）等にお

いて層厚約３cm～約７cmで確認した。 

(ｂ) 十和田八戸火砕流 

十和田八戸火砕流を伴う巨大噴火では，火砕流の噴出に

先立って爆発的噴火に伴う降下火砕物（十和田八戸テフラ）

が噴出しており，火砕流堆積物の直下に，この堆積物が認

められる。十和田八戸火砕流堆積物及び十和田八戸テフラ

の分布を添３－ト第 10図に示す。 

十和田八戸火砕流堆積物は，塊状無層理で淘汰が悪く，

軽石を主体として褐灰～灰白色火山灰の基質からなる。敷

地近傍では，ローム層中に軽石混じり火山灰層（火砕流堆

積物）が層厚約５cm～約 20cm のパッチ状として認められ，

敷地内（Loc.26）においても，層厚約 20cm のパッチ状を呈

する火砕流堆積物として確認した（添３－ト第９図参照）。 

また，敷地より北方の地域では，層相から火砕流堆積物

と判断できないものの，ローム層中に十和田八戸火砕流起

源に対比される径約１cm以下の軽石が認められる。 

したがって，十和田八戸火砕流は敷地に到達したと考え

られるが，火砕流堆積物の分布及びその層相の特徴より，

敷地はその到達末端に位置すると評価した。一方，十和田

八戸テフラは，北方に向かい急激に層厚を減じ，三沢市野

口（Loc.17）より北方では確認できない。 

ｃ．地球物理学的調査 

下司（2016）(15)によると，大規模噴火が発生するためには，
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その火山のシステムにあらかじめマグマを蓄積させておくこ

とが必要であるとしており，この大規模噴火を引き起こすマ

グマシステムは，下部地殻物質の部分溶融等による珪長質メ

ルトの生成，発生したメルトの分離・上昇，上部地殻への集

積等が起こり，地殻全体に広がる巨大で複雑なシステムであ

ると考えられるとしている。また，物理探査（地球物理学的

調査）によってカルデラ火山の地下に検出されつつある低速

度領域や低比抵抗領域は，このような部分溶融した貫入岩体

の複合体を見ていると考えられるとしており，カルデラの陥

没量とカルデラ形成噴火の噴出量がほぼ一致するとしている。

なお，下司（2016）(15)の「大規模噴火」の噴火規模は，「巨

大噴火」の噴火規模を包含する。 

以上のことから，巨大噴火に直接寄与する上部地殻におけ

るマグマ溜まりは，カルデラを超える範囲まで部分溶融域が

広がっていると考えられるため，巨大噴火が可能な量のマグ

マ溜まりが存在する可能性及び大規模なマグマの移動・上昇

等の活動に着目して地球物理学的調査を実施し，現在のマグ

マ溜まりの状況について評価した。 

地球物理学的調査として，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震活動及び地殻変動に関する検討を実施した。流体の存在

に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルトか水か推定可能な

地震波速度構造は相補的な関係であるため，これらより，巨

大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する可能性を把握し

た。また，地震活動及び地殻変動に関する調査を行い，大規

模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 
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(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)

によると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと

している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波

速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13

図参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを

用いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも十和田直下の上部地殻内(約

20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐかつ

高Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014)(19)

によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低比

抵抗の方向を指す傾向があるとしている。Kanda and Ogawa



３－ト－14 

（2014）(19)のインダクションベクトル（添３－ト第 15 図

参照）に基づくと，16 秒周期では，十和田に向くベクトル

は認められず，顕著な低比抵抗異常は推定できない。また，

磁場３成分を用いたインバージョン解析により，インダク

ションベクトルを再現できる北東北の三次元比抵抗構造が

示されており，その解析結果（添３－ト第 16 図参照）に基

づくと，十和田直下の上部地殻内にマグマ若しくは高塩濃

度流体を示唆する顕著な低比抵抗領域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

十和田直下の上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を

示唆する顕著な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認

められない。 

(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素 (21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した十和田付近の震央分布及び地震活動の時間変化を

添３－ト第 17 図に示す。地震は，十和田の後カルデラ期の

最新の噴火（十和田ａ）の火口である十和田湖中湖付近及

びその周辺の震源深さ５km～10km 付近に集中する一方で，

低周波地震はそれらよりやや深い 25km～35km 付近で発生し

ている。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」

（気象庁，2014）(22)によると，2014 年１月 27 日昼前から

夜にかけて地震活動が活発な状況になったが， 27 日の夜
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から地震回数は減少し，２月に入ってからは概ね静穏な状

況であり，低周波地震，火山性微動は観測されていないと

している。また，火山活動に特段の変化はなく，噴火の兆

候は認められず，2007 年 12 月１日の噴火予報（平常）の

発表以降，予報警報事項に変更はないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した十和田

周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：2003 年１月～2018 年 12 月）を添３－ト第 18 図に示す。

十和田では，2011 年東北地方太平洋沖地震以降の余効変動

が継続しているが，地震発生前を含め，十和田を中心とし

た地域では，この余効変動を超える継続的な変位の累積は

認められない。 

また，「十和田の火山活動解説資料（平成 26 年１月）」

（気象庁，2014）(22)において，2014 年１月に地震活動が活

発化した際の地殻変動観測結果によると，地震増加時及び

その前後で十和田付近の地殻変動に変化は認められないと

している。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析

結果（2014 年９月４日と 2014 年 10 月 16 日）について，

ノイズレベルを超える位相変化は認められないとしており，
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第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いても，十和田周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015

年 10 月８日と 2018 年 10 月 18 日）について，ノイズレベ

ルを超えるような位相変化は認められないとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，十和田付近の一等水準路線

の上下変動（添３－ト第 19 図）によると，大館付近におい

て局所的な変動はあるが，十和田に最も近い碇ヶ関付近の

一等水準点には継続的な変位の累積は認められず，十和田

を中心とした継続的な変位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，十和田直下の上部地殻内(約

20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴から，巨大噴火が発生したカルデラ形成期と現在

の活動期である後カルデラ期は，噴火の頻度・噴出量・噴出

率が異なる（巨大噴火前には数万年間の低噴出率期が先行す

る傾向が見られるが，後カルデラ期は高噴出率期である）こ

と等から，現状ではカルデラ形成期のような状態には至って

いないと考えられる（工藤ほか，2011）(11)。 

地質調査及び火山学的調査結果から，敷地は，巨大噴火に

伴う２回の大規模火砕流であるカルデラ形成期の十和田八戸
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火砕流及び十和田大不動火砕流の到達末端に位置すると評価

した。 

地球物理学的調査の結果，現状，十和田直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇等

の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，十和田について，高橋（2008）(13)及び工

藤ほか（2011）(11)には，現状，巨大噴火の可能性が低いとす

る主旨の知見は認められるが，巨大噴火が起こる可能性があ

るとする知見は認められない。また，十和田火山防災協議会

（2018）(14)による十和田火山災害想定影響範囲図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，十和田の現在の活動状況は，巨大噴火が

差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的に

合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施設

の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと評

価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（噴火エピソードＬ）以降の活動期である

後カルデラ期は，1000 年単位で頻繁に噴火を続けており，後

カルデラ期と同規模の活動可能性は十分小さいと判断できな

い。 

したがって，最後の巨大噴火以降の火山活動の評価対象と

しては，後カルデラ期の最大規模の火砕流を伴う噴火である，



３－ト－18 

噴火エピソードＡの毛馬内火砕流（見かけの噴出量は約５

km3(10)）とした（添３－ト第 20図参照）。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

町田・新井（2011）(９)及び Hayakawa（1985）(10)は，毛馬

内火砕流堆積物を十和田カルデラから主に河川沿いに図示し

ている。また，十和田火山防災協議会（2018）(14)は，広井ほ

か（2015）(26)等を考慮し，毛馬内火砕流堆積物及びＯＹＵ-

２ｂの火砕サージ堆積物の確認地点を基に，十和田カルデラ

の周囲約 20km の範囲を火砕流・火砕サージの推定到達範囲と

して図示している。それらを併せて添３－ト第 21図に示す。 

いずれの知見においても，毛馬内火砕流は，敷地には到達

していない。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，最後の

巨大噴火以降の最大規模の毛馬内火砕流が敷地に到達してい

ないことから，火砕物密度流が施設に影響を及ぼす可能性は

十分小さいと評価した。また，火砕物密度流以外の設計対応

不可能な火山事象は，「（ニ）（１） 詳細調査対象火山の

抽出」に記載するように，敷地と火山の離隔等から，施設に

影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

 (３) 八甲田山 

気象庁編（2013）(２)によると，八甲田山は，少なくとも 17

以上の成層火山や溶岩ドームからなり，南八甲田火山群及び北

八甲田火山群に区分され，八甲田カルデラは，北八甲田火山群

の直下～北東に存在するとしている。 
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中野ほか編（2013）(１)及び宝田・村岡（2004）(27)によると，

南八甲田火山群は，八甲田カルデラの先カルデラ火山であり，

約 1.1Ma～0.3Maに活動したとしている。 

村岡・高倉（1988）(28)によると，八甲田カルデラの噴出物と

して，八甲田第１期火砕流堆積物及び八甲田第２期火砕流堆積

物が示されている。 

中野ほか編（2013）(１)及び工藤ほか（2011）(29)によると，

八甲田山の活動を南八甲田火山群，八甲田カルデラ及び北八甲

田火山群の活動に区分し，このうち，八甲田カルデラにおいて

は，約１Ma（八甲田中里川），0.90Ma（八甲田 黄瀬
おうせ

），0.76Ma

（八甲田第１期）及び 0.40Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流

を噴出したとしている。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田カ

ルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カルデラ

火山群であるとしている。 

これらを踏まえた八甲田山の各火山の分布と階段ダイアグラ

ムを添３－ト第 22図に示す。 

これらの噴火のうち，巨大噴火に該当する噴火は，八甲田カ

ルデラの八甲田第１期火砕流（見かけの噴出量は 37km3(５)）及

び八甲田第２期火砕流（見かけの噴出量は 36 km3(５)）を噴出し

た噴火である。したがって，この２回の巨大噴火と最後の巨大

噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以降の噴火を対象

に評価を実施した。 

① 巨大噴火の可能性評価 

ａ．活動履歴 
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八甲田山は，約 110 万年前から活動を開始し，南八甲田火

山群及び八甲田カルデラの活動後，最近 30 万年間では北八甲

田火山群のみ活動が継続している。 

工藤ほか（2004）(30)によると，北八甲田火山群は，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である。また，北八甲田火山群の噴出率及び活動

様式の時間変化から，その火山活動のピークは 40 万年前～10

万年前までの間にあったと考えられ，10 万年前以降の火山活

動は比較的低調になっているとしている。加えて，噴出中心

が火山群中央部に収束する傾向が認められることからも，北

八甲田火山群の活動は，長期的にみると終息へと向かいつつ

ある状態と解釈できるとしている（添３－ト第 23図参照）。 

また，文献調査により，八甲田山における近い将来の巨大

噴火の発生可能性に言及した文献について調査した結果，現

状，巨大噴火が起こる可能性があるとする知見は認められず，

八甲田山火山防災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域

図においても，巨大噴火を想定していない。 

ｂ．地質調査及び火山学的調査 

八甲田山において，過去最大規模の火砕物密度流を噴出し

た八甲田カルデラの噴出物を対象に調査を実施した。 

村岡・高倉（1988） (28)，第四紀火山カタログ委員会編

（1999）(５)によると，八甲田第１期火砕流の見かけの噴出量

は 37km3，八甲田第２期火砕流の見かけの噴出量は 36 km3とさ

れているが，八甲田第１期火砕流堆積物は，工藤ほか（2006）

(32)，工藤ほか（2011）(29)等によって示された年代測定，化学
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分析結果等によると，異なる時代の複数の火砕流堆積物で構

成されている可能性があるとされている。これらのことから，

２回の巨大噴火のうち八甲田第２期火砕流が，八甲田山の過

去最大規模の火砕流であると評価した。 

八甲田第２期火砕流堆積物は，添３－ト第 24 図に示すよ

うに，八甲田山周辺に広く分布し，敷地方向では八甲田山か

ら東北町西部にかけて分布し，八甲田山近傍の 小幌内
こほろない

川林道

（Loc.A05）及び十和田砂土路（Loc.A01）では層厚約６ｍ及び

約４ｍ，東北南平赤川支流（Loc.B13）では層厚約 2.5ｍ以上の

火砕流堆積物として確認した。一方，東北 長者久保
ちょうじゃくぼ

西方

（Loc.B01）においては，オレンジテフラ，甲地
かっち

軽石（工藤

（2005）(33)による「八甲田白ベタテフラ」に相当する。）及び

複数の降下火砕物（袋町
ふくろまち

テフラ群：桑原（2004）(34)の「袋町

１～13 テフラ」に相当する。）が確認され，これらの間に挟

まる袋町９ａテフラは，概ね淘汰良好な軽石を主体とするこ

とから，降下火砕物と評価した。また，その年代及び鉱物的

特徴（石英を非常に多く含む等）は，八甲田第２期の噴出物

と類似することから，八甲田第２期の噴火に伴って噴出した

降下火砕物と考えられる。しかし，本地点では，同噴火に伴

う火砕流堆積物は確認できない。このことは，本地点には，

八甲田第２期の噴火に伴う火砕流は到達していないことを示

唆している（添３－ト第 25 図参照）。加えて，桑原（2004）

(34)及び桑原ほか（2007）(35)によると，野辺地町袋町地点にお

ける露頭から，降下火砕物等の層序等に関する報告がされて

いるが，八甲田第２期火砕流堆積物は認められていない。 
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以上のことから，これらの地点より北方に位置する敷地に

火砕流は到達していないと評価した。 

ｃ．地球物理学的調査 

地球物理学的調査として，十和田と同様に，地震波速度構

造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に関する検討を実施

した。流体の存在に敏感な比抵抗構造と，流体のうちメルト

か水か推定可能な地震波速度構造は相補的な関係であるため，

これらより，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存在する

可能性を把握した。また，地震活動及び地殻変動に関する調

査を行い，大規模なマグマの移動・上昇等の活動を把握した。 

(ａ) 地震波速度構造及び比抵抗構造 

地震波速度構造について，Nakajima et al.（2001）(16)

によると，火山フロントに沿った最上部マントルの低Ｖｐ，

低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，大量のメルトの存在を示唆する

としている。また，火山フロントに沿った下部地殻のうち

活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び高Ｖｐ/Ｖｓは，メルト

の存在を示唆するとしている。加えて，火山フロントに沿

った上部地殻のうち活火山の直下の低Ｖｐ，低Ｖｓ及び低

Ｖｐ/Ｖｓは，水の存在を示唆するとしている（添３－ト第

11 図参照）。中島（2017）(17)によると，Nakajima et al.

（2001）(16)の解析結果等から，東北地方の火山地域の地殻

にはいくつかの共通する特徴が存在するとしており，上部

地殻内には大規模な（>10km）マグマ溜まりは存在しないと

している（添３－ト第 12図参照）。 

防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波
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速度構造（海域拡大 2019 年版）」（Matsubara et al.，

2019）(18)の地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 13

図参照）及び Hi-net や東北大学等の観測点の観測データを

用いた地震波トモグラフィ解析結果（添３－ト第 14 図参照）

に基づくと，いずれの結果でも八甲田山直下の上部地殻内

(約 20km 以浅)に，メルトの存在を示唆する顕著な低Ｖｐか

つ高Ｖｐ/Ｖｓ領域は認められない。 

一方，比抵抗構造について，Kanda and Ogawa（2014）

(19)によると，インダクションベクトルの実部は本質的に低

比抵抗の方向を指す傾向があるとしている。小川（1991）

(36)によると，周期 64 秒のインダクションベクトル（添３

－ト第 26 図参照）では津軽海峡の誘導電流の影響で北向き

成分が卓越するとしているが，調査域の東半分のインダク

ションベクトルの北向き成分が小さいことから深部に低比

抵抗異常が存在することを示唆しているとしている。また，

小川（1991）(36)の広域的な比抵抗構造の影響も考慮した二

次元比抵抗構造（添３－ト第 27 図参照）によると，八甲田

地域の深度 10km 以深に低比抵抗帯が存在するとしているが，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以浅に顕著な低比抵抗領

域は認められない。 

地震波速度構造及び比抵抗構造を統合的に解釈すると，

八甲田山直下の上部地殻内の 10km 以深は低比抵抗領域であ

るが，その領域は低Ｖｐかつ低Ｖｐ/Ｖｓであることから，

上部地殻内に大規模なマグマ溜まりの存在を示唆する顕著

な低速度・高Ｖｐ/Ｖｓかつ低比抵抗領域は認められない。 
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(ｂ) 地震活動 

気象庁一元化震源カタログ（地震月報（カタログ編）(20)

（期間：1997 年 10 月～2017 年 12 月）及び気象庁一元化処

理震源要素 (21)（期間：2018 年１月～2018 年 12 月））より

作成した八甲田山付近の震央分布及び地震活動の時間変化

を添３－ト第 28 図に示す。八甲田山においては，通常の地

震が観測期間を通じて北八甲田火山群付近の深さ 10km 以浅

に集中している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（令和元年 10 月７

日）」（気象庁，2019）(37)によると，2019 年 10 月７日６

時以降，大岳山頂の西約４km，深さ約１km 付近を震源とす

る地震が増加し，14 時までに 61 回発生したとしている。

また，2018 年４月 10 日に日回数 22 回を観測するなど，こ

れまでも周辺で一時的な地震の増加がみられたが，低周波

地震及び火山性微動は観測されておらず，地震活動以外に

火山活動の活発化は認められないとし，噴火予報（噴火警

戒レベル１，活火山であることに留意）の予報事項に変更

は無いとしている。 

加えて，「火山の状況に関する解説情報（八甲田山第３

号）令和元年 10 月８日 16 時 00 分」（気象庁，2019）(38)

によると，2019 年 10 月７日６時頃から始まった八甲田山

周辺での地震は，2019 年 10 月８日 10 時以降観測されてい

ないとしている。加えて，低周波地震や火山性微動は観測

されておらず，地殻変動に火山活動に伴う変化はみられな

いとしている。また，監視カメラによる観測では，地獄沼
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付近及び大岳周辺に特段の変化はみられず，火山活動の活

発化を示す変化は認められないとしている。 

(ｃ) 地殻変動 

国土地理院（2018）(23)によると，平成 23 年(2011 年）東

北地方太平洋沖地震後の余効変動が，東日本の広い範囲で

見られるとしている。 

国土地理院による電子基準点データから作成した八甲田

山周辺の基準点間の基線長（斜距離成分）の時間変化（期

間：1997 年１月～2018 年 12 月）を添３－ト第 29 図に示す。 

八甲田山では，2011 年東北地方太平洋沖地震前において，

十和田－黒石及び青森Ａ－十和田の基準点間で継続的な縮

みが確認されていた。しかし，2011 年東北地方太平洋沖地

震以降，すべての基線において余効変動が継続している。 

また，「八甲田山の火山活動解説資料（平成 26 年６月）」

（気象庁，2014）(39)によると，2013 年２月頃以降わずかな

膨張を示す地殻変動がみられていたが，８月頃から鈍化し，

11月頃からは停滞しその状態が続いているとしている。 

加えて，第 131 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，

2015）(24)によると，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解

析結果（2014 年９月４日と 2014 年 10 月 16 日）について，

ノイズレベルを超える位相変化は認められないとしており，

第 143 回火山噴火予知連絡会資料（気象庁，2019）(25)にお

いて，八甲田山周辺における干渉ＳＡＲの解析結果（2015

年 10 月８日と 2018 年 10 月 18 日）について，山頂の西側

周辺で衛星視線方向伸長の位相変化が認められるが，気象
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ノイズによる可能性があるとしている。 

さらに，国土地理院による基盤地図情報及び一等水準点

検測成果収録を基に作成した，八甲田山付近の一等水準路

線の上下変動（添３－ト第 30 図参照）によると，青森及び

藤崎町付近において地盤沈下による局所的な変動はあるが，

八甲田山に最も近い青森付近の一等水準点には継続的な変

位の累積は認められず，八甲田山を中心とした継続的な変

位の累積は認められない。 

(ｄ) 地球物理学的調査の評価 

地震波速度構造，比抵抗構造，地震活動及び地殻変動に

関する検討の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻内(約

20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが存

在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

ｄ．巨大噴火の可能性評価のまとめ 

活動履歴について，工藤ほか（2004）(30)によると，八甲田

カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動を開始した後カル

デラ火山群である北八甲田火山群について，その活動のピー

クは 40 万年前～10 万年前までの間にあったと考えられ，10

万年前以降の火山活動は比較的低調になっており，長期的に

みると終息へと向かっているとしている。 

地質調査及び火山学的調査結果から，２回の巨大噴火のう

ち過去最大規模の噴火である八甲田第２期火砕流は敷地に到

達していないと評価した。 

地球物理学的調査の結果，現状，八甲田山直下の上部地殻
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内(約 20km 以浅)には，巨大噴火が可能な量のマグマ溜まりが

存在する可能性は十分小さく，大規模なマグマの移動・上昇

等の活動を示す兆候も認められない。 

文献調査の結果，八甲田山について，現状，巨大噴火が起

こる可能性があるとする知見は認められず，八甲田山火山防

災協議会（2014）(31)による火山災害予想区域図においても，

巨大噴火を想定していない。 

以上のことから，八甲田山の現在の活動状況は，巨大噴火

が差し迫った状態ではなく，巨大噴火の可能性を示す科学的

に合理性のある具体的な根拠が得られていないことから，施

設の運用期間中における巨大噴火の可能性は十分に小さいと

評価した。 

② 最後の巨大噴火以降の火山活動の評価 

ａ．活動履歴 

最後の巨大噴火（八甲田第２期火砕流を噴出した噴火）以

降の活動について，北八甲田火山群は，工藤ほか（2004）(30)

によると，八甲田カルデラの形成後の約 40 万年前以降に活動

を開始した後カルデラ火山群であるとしていることから，北

八甲田火山群における最大規模の火山活動を評価した。 

一方，八甲田カルデラの先カルデラ火山である南八甲田火

山群については，宝田・村岡（2004）(27)によると，約 1.1Ma

頃に活動を開始し八甲田カルデラ形成後の約 0.3Ma まで活動

したとしていることから，最後の巨大噴火（約 40 万年前）以

降，約 30 万年前までの活動における最大規模の火山活動を評

価した。 
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ｂ．地質調査及び火山学的調査 

工藤ほか（2004）(30)によると，最後の巨大噴火以降の火山

活動である北八甲田火山群（40 万年前以降）の活動における

最大規模の噴火に伴う噴出物は 高田大岳
たかだおおだけ

溶岩類（3.2DREkm3）

であり，その分布は噴出中心付近に限られ，敷地が位置する

北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。な

お，北八甲田火山群の全噴出物や岩屑なだれを含め，八甲田

カルデラを越えて分布していない（添３－ト第 31図参照）。 

一方，宝田・村岡（2004）(27)によると，八甲田カルデラの

先カルデラ火山である南八甲田火山群について，最後の巨大

噴火（約 40 万年前）以降，約 30 万年前まで活動したとされ

るが，それらの噴出物の分布は南八甲田火山群の山体周辺に

限られ，敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越

えて分布していない（添３－ト第 32図参照）。 

ｃ．最後の巨大噴火以降の火山活動の評価のまとめ 

活動履歴及び地質調査・火山学的調査の結果より，後カル

デラ火山群である北八甲田火山群の最大規模の噴火に伴う噴

出物である高田大岳溶岩類の分布は噴出中心付近に限られ，

敷地が位置する北東方向では，八甲田カルデラを越えて分布

していない。一方，南八甲田火山群は最後の巨大噴火以降，

約 30 万年前まで活動したとされるが，それらの噴出物の分布

は南八甲田火山群の山体周辺に限られ，敷地が位置する北東

方向では，八甲田カルデラを越えて分布していない。 

また，新しい火口の開口及び地殻変動については，「（ニ）

（１） 詳細調査対象火山の抽出」に記載するように，敷地
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において発生する可能性は十分に小さいと評価した。 

以上のことから，八甲田山の最後の巨大噴火以降の火山活

動に伴う設計対応不可能な火山事象は，発生実績や敷地と火

山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと

評価した。 

 (４) まとめ 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）を対象に，設計対応

不可能な火山事象について，発生実績，過去最大規模の噴火等

の知見に基づき敷地への到達可能性について評価した。 

火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象については，

発生実績や敷地と火山の離隔等から，過去最大規模の噴火を想

定しても，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さい。 

一方，火砕物密度流については，文献調査の結果，十和田及

び八甲田カルデラの巨大噴火に伴う火砕流の到達可能性範囲に

敷地若しくは敷地近傍が含まれることから，十和田及び八甲田

山について，詳細な調査・検討を実施した。 

十和田の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び火

山学的調査の結果，敷地は巨大噴火による火砕流の末端に位置

すると考えられるが，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大

噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，最後の巨大噴火以降の最大規模の火砕流



３－ト－30 

が敷地に到達していないことから，施設に影響を及ぼす可能性

は十分小さく，火砕物密度流以外の設計対応不可能な火山事象

は，敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十

分小さいと評価した。 

八甲田山の巨大噴火の可能性評価については，地質調査及び

火山学的調査の結果，巨大噴火による火砕流は敷地に到達して

いないと考えられ，活動履歴，地震波速度構造，比抵抗構造，

地震・地殻変動データ等から，巨大噴火が差し迫った状態では

なく，巨大噴火の可能性を示す科学的に合理性のある具体的な

根拠が得られていないことから，施設の運用期間中における巨

大噴火の可能性は十分に小さいと評価した。また，最後の巨大

噴火以降の火山活動については，活動履歴及び地質調査・火山

学的調査の結果より，設計対応不可能な火山事象は，発生実績

や敷地と火山の離隔等から，施設に影響を及ぼす可能性は十分

小さいと評価した。 
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(ホ) 火山活動のモニタリング 

(１) モニタリング対象火山 

施設の運用期間中における十和田の巨大噴火の可能性は十分

に小さいが，過去の巨大噴火による火砕流が，到達末端とは考

えられるものの敷地に到達したと評価したことから，モニタリ

ング対象火山とする。 

一方，八甲田山についても，施設の運用期間中における巨大

噴火の可能性が十分に小さく，過去の巨大噴火による火砕流も

敷地には到達していないと評価したが，最近の火山活動の推移

を確認することの重要性も考慮し，モニタリング対象火山とす

る。 

以上のことから，十和田及び八甲田山を対象に，科学的知見

を収集し，更なる安全性の向上に資するため，火山活動のモニ

タリングを行い，施設の運用期間中において巨大噴火の可能性

が十分に小さいと評価した根拠が維持されていることを確認す

る。 

(２) モニタリング項目 

十和田及び八甲田山について，評価時からの状態の変化の検

知により，巨大噴火の可能性が十分に小さいと評価した根拠が

維持されていることを確認することを目的として，公的機関の

観測網による地殻変動及び地震活動の観測データ，公的機関に

よる発表情報等を収集・分析し，観測点の比高・基線長，地震

の発生回数等に基づく判断基準を用いて，モニタリングを行う。

また，判断基準については，データを蓄積し，最新の知見も踏

まえ，火山専門家等の助言を得た上で随時更新する。加えて，
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干渉ＳＡＲや水準測量も実施し，モニタリング精度向上に努め

る。 

(３) 定期的評価 

モニタリング結果については，定期的（原則として１年に１

回）又は臨時（観測データの有意な変化の発生時）に，火山専

門家等による第三者の助言を得る。火山の状態に応じた判断基

準に基づき，観測データに有意な変化があった場合は，火山専

門家の助言を踏まえ，当社が総合判断を行い，対処内容を決定

する。 

なお，添付書類五「ト．(ホ) 火山の影響」に記載するよう

に，対処にあたっては，その時点の最新の科学的知見に基づき

可能な限りの対処を行う。 
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(へ) 施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象の影響評価 

施設に影響を及ぼし得る火山（21 火山）について，現状におけ

る活動可能性及び規模を考慮し，施設の安全性に影響を与える可

能性のある火山事象について検討した。 

なお，降下火砕物については，地理的領域外の火山を含めてそ

の影響を評価した。 

(１) 降下火砕物 

① 給源を特定できる降下火砕物 

「新編 火山灰アトラス」（町田・新井，2011）(９)等による，

地理的領域内外における降下火砕物の分布を添３－ト第 33 図及

び添３－ト第 34図に示す。 

町田・新井（2011）(９)及び地質調査により，敷地及び敷地近

傍において確認される主な降下火砕物として，下位より，甲地

軽石，オレンジテフラ，洞爺火山灰，鬼界葛原
きかいとづらはら

テフラ，阿蘇４

テフラ，十和田レッドテフラ， 支笏
しこつ

第１テフラ，十和田切田

テフラ，姶良
あいら

Ｔｎテフラ，十和田八戸テフラ，濁川テフラ，十

和田 中掫
ちゅうせり

テフラ，十和田ａテフラ及び 白頭山
はくとうさん

苫小牧
とまこまい

テフラが

挙げられる（添３－ト第４表参照）。 

地理的領域内の火山を給源とする降下火砕物のうち，十和田

のオレンジテフラ，十和田レッドテフラ及び十和田切田テフラ

は最後の巨大噴火以前の，また十和田八戸テフラは最後の巨大

噴火の噴出物であり，現在は，最後の巨大噴火以降の活動であ

る後カルデラ期の活動が継続していることから，これらの降下

火砕物を評価対象外とした。加えて，濁川テフラの給源である

濁川カルデラは「（ハ） 施設に影響を及ぼし得る火山の抽出」
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において，施設に影響を及ぼし得る火山ではないと評価したこ

とから，評価対象外とした。 

一方，地理的領域外の火山を給源とする降下火砕物のうち，

巨大噴火に伴う噴出物である洞爺火山灰，鬼界葛原テフラ，阿

蘇４テフラ，支笏第１テフラ及び姶良Ｔｎテフラを噴出した各

火山は現在，後カルデラ火山の活動を継続しており同規模噴火

の可能性は十分小さいことから，これらの降下火砕物を評価対

象外とした。このうち，敷地及び敷地近傍での層厚が最も大き

い洞爺火山灰（20cm～30cm）を噴出した洞爺カルデラの階段ダ

イアグラムを添３－ト第 35図に示す。 

以上のことから，評価対象となる降下火砕物は，甲地軽石，

十和田中掫テフラ，十和田ａテフラ及び白頭山苫小牧テフラで

ある。文献調査及び地質調査の結果，敷地における層厚が最も

大きい降下火砕物は甲地軽石であり（添３－ト第４表参照），

敷地内の複数の地点で確認した（添３－ト第 36 図参照）。再堆

積を含む層厚が最大であるＫＰ－１孔（添３－ト第 37 図参照）

において，軽石が比較的密に集積する主部（層厚 21cm）と，そ

の上位に堆積する甲地軽石を含む再堆積層（火山灰質シルト：

層厚 22cm）を確認したことから，再堆積を含む甲地軽石の層厚

を 43cmと評価した。 

② 給源不明な降下火砕物 

地質調査により敷地及び敷地近傍において確認した主な給源

不明な降下火砕物として，Ａ～Ｄテフラがある（添３－ト第４

表参照）。これらの降下火砕物のうち，最も層厚が大きい降下

火砕物はＣテフラ（約 12cm）である。 
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③ 降下火砕物シミュレーション 

降下火砕物シミュレーションの実施に当たって，解析可能な

給源を特定できる降下火砕物について，同規模噴火の可能性，

地質調査結果（最大層厚），敷地と火山との離隔及び噴出量を

検討し，敷地に最も影響を与える甲地軽石を対象に解析を実施

した。 

本解析は，移流拡散モデルを用いた解析プログラムであり，

降下火砕物が全て降下するまで，一定方向に同じ風速の風が吹

き続けるという保守性を考慮した上で実施した。 

降下火砕物シミュレーションに用いる入力パラメータについ

ては，甲地軽石が 28 万年前～18 万年前の噴火と非常に古く，

噴火に係る入力パラメータの情報が乏しいことから，工藤ほか

（2004）(30)の等層厚線の分布主軸方向の風を抽出・平均した風

を用いて，その等層厚線を概ね再現できる解析結果（添３－ト

第 38 図参照）に基づき設定した。再現解析結果を踏まえた入

力パラメータを添３－ト第５表に示す。 

月別平年値の風を用いた解析の結果は，敷地における降下火

砕物の層厚が 6.0cm～25cmとなる（添３－ト第 39図参照）。 

一方，不確かさの検討については，敷地が八甲田山の北東方

向に位置していることから，敷地方向の風を考慮した風向の不

確かさの影響が最も大きくなると考えられる。したがって，八

甲田山から敷地に向かう風を抽出・平均して作成した敷地方向

の風を用いた風向の不確かさケースを実施した結果，敷地での

層厚が 53cmとなった（添３－ト第 40図参照）。 

④ 降下火砕物の密度 
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軽石の密度に関する文献調査の結果，新版地学事典（2007）

（40）によると，軽石について，火山砕屑物の一種で，多孔質で

見かけ密度が小さく淡色を呈するとしている。また，小尾ほか

（2019）(41)において，細粒火山灰との比較検討として有史以降

の噴火の軽石を対象とした堆積密度を計測しており，乾燥状態

では約 0.4g/cm3～約 1.2g/cm3，自然状態では約 0.5g/cm3～約

1.3g/cm3，湿潤状態（試料を２日間浸水させて計測した密度）

では約 0.6g/cm3～約 1.3g/cm3の結果を示している。 

層厚が最大となる甲地軽石を対象に密度試験を実施した結果，

乾燥密度は 0.43g/cm3，湿潤密度は 1.16g/cm3，飽和密度は

1.25g/cm3であり（添３－ト第 41 図参照），文献調査結果と整

合的である。 

  ⑤ 設計に用いる降下火砕物の層厚及び密度 

敷地及び敷地近傍で確認される主な降下火砕物のうち，給源

を特定できる降下火砕物については，甲地軽石の層厚が最大で，

地質調査によると再堆積を含み 43cm であり，文献調査による

と 20cm～50cm である。また，給源不明な降下火砕物について

は，Ｃテフラの層厚が最大で，地質調査の結果，約 12cm であ

る。加えて，現状における同規模の噴火の可能性，地質調査結

果及び噴出量等を踏まえ，甲地軽石を対象とした降下火砕物シ

ミュレーションを実施した結果，風向の不確かさを考慮したケ

ースにおいて，敷地での層厚は 53cmとなった。 

甲地軽石の密度試験の結果，乾燥密度 0.43g/cm3，湿潤密度

1.16g/cm3，飽和密度 1.25g/cm3である。 

以上のことから，設計に用いる降下火砕物の層厚を 55cm，
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密度を 1.3g/cm3（湿潤状態）とする。 

(２) その他の火山事象 

その他の火山事象として，土石流・火山泥流及び洪水，火山

から発生する飛来物（噴石），火山ガス，津波，静振
せいしん

，大気現

象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系及び地下水の異

常について，文献調査，地質調査等の結果より検討した。 

土石流・火山泥流及び洪水については，敷地近傍には敷地を

中心とする半径 120km の範囲に存在する，施設に影響を及ぼし

得る火山を起源とする土石流・火山泥流及び洪水に伴う堆積物

は確認されず，また，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする下

北半島 脊梁
せきりょう

部の台地上に位置し，これらの火山を源流に有す

る河川流域に含まれないことから，施設に影響を及ぼす可能性

は十分小さいと評価した。 

火山から発生する飛来物（噴石）については，敷地を中心と

する半径 10km の範囲には，施設に影響を及ぼし得る火山が分布

しないことから，噴石が敷地に到達することはなく，施設に影

響を及ぼす可能性は十分小さいと評価した。 

火山ガスについては，敷地は，太平洋及び陸奥湾を境にする

下北半島脊梁部の台地上に位置し，火山ガスが敷地に滞留する

地形ではないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さ

いと評価した。 

津波については，「ヘ．津  波」に記載するように，敷地

周辺に大きな影響を及ぼした，火山現象による歴史津波の記録

は知られていないことから，施設に影響を及ぼす可能性は十分

小さいと評価した。 
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静振，大気現象，火山性地震とこれに関連する事象，熱水系

及び地下水の異常については，火山と敷地とは十分な離隔があ

ることから，施設に影響を及ぼす可能性は十分小さいと評価し

た。 
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添３－ト第１表 地理的領域内の第四紀火山 
（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成）  

 

北　緯 東　経 北　緯 東　経

1
砂蘭部岳
(さらんべだけ)

42°08′21" 140°14′05" 160 25
藤沢森
(ふじさわもり)

40°31′53" 140°48′14" 65

2
濁川カルデラ
(にごりかわ)

42°07′11" 140°26′47" 148 26
南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

40°36′12" 140°50′33" 57

3
渡島毛無山
(おしまけなしやま)

42°05′15" 140°28′14" 144 27
北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

40°39′32" 140°52′38" 51

4
北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

42°03′48" 140°40′38" 134 28
八甲田カルデラ
(はっこうだ)

40°41′00" 140°55′00" 46

5
木地挽山
(きじびきやま)

41°57′07" 140°36′09" 126 29
八甲田黒森
(はっこうだくろもり)

40°38′51" 140°57′18" 47

6
横津岳
(よこつだけ)

41°56′16" 140°46′17" 118 30
八甲田八幡岳
(はっこうだはちまんだけ)

40°42′11" 140°59′54" 40

7
恵山丸山
(えさんまるやま)

41°51′07" 141°05′35" 101 31
十和田
(とわだ)

40°28′12" 140°52′45" 66

8
恵山
(えさん)

41°48′16" 141°09′58" 95 32
先十和田
(せんとわだ)

40°27′10" 141°00′05" 63

9
銭亀
(ぜにかめ)

41°44′21" 140°51′05" 95 33
稲庭岳
(いなにわだけ)

40°11′54" 141°02′47" 88

10
函館山
(はこだてやま)

41°45′33" 140°42′14" 103 34
七時雨山
(ななしぐれやま)

40°04′09" 141°06′20" 101

11
知内
(しりうち)

41°32′33" 140°22′17" 103 35
荒木田山
(あらきだやま)

40°01′35" 141°02′27" 107

12
渡島小島
（おしまこじま)

41°21′27" 139°48′27" 135 36
高倉・黒森
(たかくら・くろもり)

40°04′06" 140°55′23" 105

13
陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

41°26′20" 141°03′10" 58 37
秋田焼山
(あきたやけやま)

39°57′49" 140°45′25" 121

14
大畑カルデラ
(おおはた)

41°22′00" 140°59′00" 54 38
八幡平火山群
(はちまんたい)

39°57′28" 140°51′14" 118

15
野平カルデラ
(のだい)

41°16′00" 140°52′00" 51 39
柴倉岳
(しばくらだけ)

39°59′44" 140°42′49" 119

16
於法岳
(おほうだけ)

41°15′47" 140°57′29" 46 40
森吉山
(もりよしざん)

39°58′36" 140°32′38" 128

17
恐山
(おそれざん)

41°16′42" 141°07′11" 39 41
玉川カルデラ
(たまがわ)

39°54′00" 140°46′38" 127

18
岩木山
(いわきさん)

40°39′21" 140°18′11" 93 42
岩手山
(いわてさん)

39°51′09" 141°00′04" 126

19
太良駒ヶ岳
(だいらこまがたけ)

40°24′46" 140°15′04" 109 43
網張火山群
(あみはり)

39°51′03" 140°57′06" 127

20
田代岳
(たしろだけ)

40°25′42" 140°24′31" 98 44
乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら)

39°48′17" 140°50′18" 135

21
碇ヶ関カルデラ
(いかりがせき)

40°30′35" 140°36′35" 79 45
秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

39°45′40" 140°47′57" 141

22
三ツ森
(みつもり)

40°29′54" 140°41′49" 74 46
荷葉岳
(かようだけ)

39°48′23" 140°43′50" 138

23
阿闍羅山
(あじゃらやま)

40°29′37" 140°35′36" 81 47
大仏岳
(だいぶつだけ)

39°48′49" 140°30′56" 145

24
沖浦カルデラ
(おきうら)

40°34′ 140°44′ 67 48
田沢湖カルデラ
(たざわこ)

39°43′14" 140°39′43" 149

火山名
位　置 敷地からの

離隔
(km)

火山名
位　置 敷地からの

離隔
(km)
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添３－ト第２表 地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 

（中野ほか編（2013）(１)，西来ほか編（2012）(３)，西来ほか編（2014）(４)等に基づき作成） 

1
砂蘭部岳
(さらんべだけ)

複成火山 1,800 1,800 29
八甲田黒森
(はっこうだくろもり)

複成火山 1,750 ～ 1,600 1,600

2
濁川カルデラ
(にごりかわ)

カルデラ－火砕流 15 15 30
八甲田八幡岳
(はっこうだはちまんだけ)

複成火山 1,800 ～ 1,600 1,600

3
渡島毛無山
(おしまけなしやま)

溶岩流
前期更新世

前半
or 前期更新世

前期更新世
後半以降

31
十和田
(とわだ)

カルデラ－火砕流
溶岩ﾄﾞｰﾑ

200 ～ AD915 1 ○

4
北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

複成火山
30以前

110
*3 ～ AD2000 － ○ 32

先十和田
(せんとわだ)

複成（複合）火山
620

2,530
*9 ～ 450 450 ○

5
木地挽山
(きじびきやま)

複成火山 1,900 or 1,900以降 約1,900 33
稲庭岳
(いなにわだけ)

複成火山 3,000 ～ 2,600 2,600

6
横津岳
(よこつだけ)

複成火山
1,100

1,710
*4 or

1,100以降

140
*5 140 ○ 34

七時雨山
(ななしぐれやま)

複成火山，溶岩ﾄﾞｰﾑ
カルデラ－火砕流

1,100 ～ 900 900

7
恵山丸山
(えさんまるやま)

複成火山 200 200 35
荒木田山
(あらきだやま)

複成火山 2,100 ～ 1,900 1,900

8
恵山
(えさん)

複成火山
溶岩ドーム

50 ～ AD1874 － ○ 36
高倉・黒森
(たかくら・くろもり)

複成火山 3,200 ～ 2,500 2,500

9
銭亀
(ぜにかめ)

カルデラ－火砕流 45 45 37
秋田焼山
(あきたやけやま)

複成火山
溶岩ドーム

500 ～ AD1997 － ○

10
函館山
(はこだてやま)

複成火山 1,200 ～ 900 900 38
八幡平火山群
(はちまんたい)

複成火山 1,200 ～ 7 7 ○

11
知内
(しりうち)

複成火山
溶岩ドーム

2,500 ～ 1,400 1,400 2,600 ～ 2,000
*10

12
渡島小島
（おしまこじま)

複成火山 160 ～ 110 110 1,200

13
陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

複成火山 1,200 ～ 500 500 ○ 40
森吉山
(もりよしざん)

複成火山
溶岩ドーム

1,100 ～ 700 700

14
大畑カルデラ
(おおはた)

カルデラ 3,000 ～ 1,800 1,800 41
玉川カルデラ
(たまがわ)

カルデラ－火砕流 2,000 and 1,000 1,000 ○

15
野平カルデラ
(のだい)

カルデラ 1,900 1,900 42
岩手山
(いわてさん)

複成火山 700 ～ AD1919 － ○

16
於法岳
(おほうだけ)

複成火山 2,000 2,000 43
網張火山群
(あみはり)

複成（複合）火山 1,620 ～ 300 300 ○

17
恐山
(おそれざん)

火砕丘－カルデラ
溶岩ドーム

1,300 ～ 20 20 ○*1 44
乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら)

複成火山
溶岩ドーム

600 ～ 100 100 ○

18
岩木山
(いわきさん)

複成火山
溶岩ドーム

650 ～ AD1863 － ○ 45
秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

複成火山，溶岩流
小型楯状火山

100 ～ AD1971 － ○

19
太良駒ヶ岳
(だいらこまがたけ)

複成火山 200 200 46
荷葉岳
(かようだけ)

複成火山，溶岩流，小
型

楯状火山，溶岩ドーム
2,200 ～ 900 900 ○

20
田代岳
(たしろだけ)

複成火山
溶岩ドーム

600 ～ 600以降

35～15.5
*6 35～15.5*6 ○ 47

大仏岳
(だいぶつだけ)

複成火山 3,000 ～ 2,100 2,100

21
碇ヶ関カルデラ
(いかりがせき)

カルデラ－火砕流 2,600 ～ 2,300 2,300 48
田沢湖カルデラ
(たざわこ)

カルデラ
複成火山,溶岩ﾄﾞｰﾑ

1,800 ～ 1,400 1,400

22
三ツ森
(みつもり)

複成火山 1,900 ～ 1,300 1,300

23
阿闍羅山
(あじゃらやま)

複成（複合）火山 1,000 1,000

1,700
*7 〜 1,100

*7

900
*7 〜 700

*7

25
藤沢森
(ふじさわもり)

溶岩流 3,500 ～ 1,700 1,700 ○

26
南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

複成火山 1,100 ～ 300 300 ○

27
北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

複成火山
溶岩ドーム

400 ～ 0.6～0.4 0.6～0.4 ○

28
八甲田カルデラ
(はっこうだ)

カルデラ－火砕流 900 ～ 400 400 ○*8

火山名※ 形式※ 活動年代※

(千年前)

最後の活動
からの
経過期間
(千年間)

原子力施設に影響を及ぼし
得る火山(２１火山)

完新世に活動を
行った火山
（１０火山）

将来の活動可能性が
否定できない火山

（１１火山）
*2

24
沖浦カルデラ
(おきうら)

カルデラ－火砕流
溶岩ドーム 700*7

火山名※ 形式※ 活動年代※

(千年前)

最後の活動
からの

経過期間
(千年間)

原子力施設に影響を及ぼし
得る火山(２１火山)

完新世に活動を
行った火山

（１０火山）

将来の活動可能性が
否定できない火山

（１１火山）
*2

39
柴倉岳
(しばくらだけ)

複成（複合）火山 1,200

※中野ほか編（2013）(１)，西来ほか編（2012）(３)及び西来ほか編（2014）(４)に基づき作成 

 *1：気象庁編（2013）(２)による活火山に該当するため抽出  

 *2：最後の活動からの経過期間が活動期間内の最大休止期間よりも短いとみなせる火山 

 *3：雁澤ほか（2005）(42)によれば，北海道駒ヶ岳起源の降下火砕物(E-x)が洞爺火山灰の下位に認められ，その年代を 110ka と推定している 

 *4：髙田・中川（2016）(43)によれば，横津岳のグループ 1 の活動は 1.71Ma から開始したとされる 

 *5：新エネルギー総合開発機構（1988）(44)によれば，横津岳に含まれる熊泊山火山噴出物の年代として 0.14±0.04Ma(フィッション・トラック年代)が得られている 

 *6：宝田（1991）(45)によれば，層序的に十和田大不動火砕流(約 3.5 万年前)と十和田八戸火砕流(約 1.55万年前)の噴出時期の間にあるとされる 

 *7：宝田・村岡（2004）(27)による。 

 *8：中野ほか編（2013）(１)によれば，カルデラ形成時期は 0.90Ma，0.76Ma 及び 0.40Ma の各年代値が記載されているが，その活動時期を 0.90Ma～ 0.40Ma と保守的に評価した 

 *9：工藤（2018）(46)によれば，十和田湖周辺の高山溶岩・火山砕屑岩で，2.53±0.07Ma(K-Ar年代)が得られている 

 *10：須藤（1992）(47)によれば，柴倉岳火山噴出物と椈森火山噴出物は識別されており，前者で 2.6±0.5Ma と 2.0±0.2Ma，後者で 1.2±0.1Ma(K-Ar年代)が得られている 
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添３－ト第３表 設計対応不可能な火山事象とその噴出物の 

敷地への到達可能性評価 

（地理的領域内の第四紀火山の文献調査結果に基づき作成） 

 

4 134

6 118

8 95

13 58

17 39

18 93

20 98

25 65

26 57

27 51

28 46

31 66

32 63

37 121

38 118

41 127

42 126

43 127

44 135

45 141

46 138

◎：当該火山の活動履歴上，発生実績が認められない火山事象

○：当該火山の活動履歴上，発生実績は認められるが，敷地近傍への到達可能性が十分に小さい火山事象

×：過去の最大規模の噴火による火山噴出物が，敷地及び敷地近傍に到達した可能性のある火山事象

（）内の距離：過去の最大規模の噴火による火山噴出物の到達距離

検討不要：敷地からの離隔による判断

*1：敷地は過去の火口及びその近傍に位置しないことによる

秋田駒ヶ岳
(あきたこまがたけ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

荷葉岳
(かようだけ) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

網張火山群
(あみはり)

○
(8km)

検討不要 ○*1 ○*1

乳頭・高倉
(にゅうとう・たかくら) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

玉川カルデラ
(たまがわ)

○
(41km)

検討不要 ○*1 ○*1

岩手山
(いわてさん)

○
(20km)

検討不要 ○*1 ○*1

秋田焼山
(あきたやけやま)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

八幡平火山群
(はちまんたい) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

十和田
(とわだ)

×
(100km)

検討不要 ○*1 ○*1

先十和田
(せんとわだ)

○
(24km)

検討不要 ○*1 ○*1

八甲田カルデラ
(はっこうだ)

×
(42km)

◎ ◎ ○*1 ○*1

南八甲田火山群
(みなみはっこうだ)

○
(13km)

検討不要 ○*1 ○*1

北八甲田火山群
(きたはっこうだ)

○
(10km)

検討不要 ○*1 ○*1

田代岳
(たしろだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

藤沢森
(ふじさわもり) ◎ 検討不要 ○*1 ○*1

○*1

岩木山
(いわきさん)

○
(6km)

検討不要 ○*1 ○*1

陸奥燧岳
(むつひうちだけ)

○
(8km)

検討不要 ○*1 ○*1

恐山
(おそれざん)

○
(15km)

○
(9km)

○
(15km)

○*1

横津岳
(よこつだけ)

○
(12km)

検討不要 ○*1 ○*1

恵山
(えさん)

○
(4km)

検討不要 ○*1 ○*1

50km以内 50km以内 － －

北海道駒ヶ岳
(ほっかいどうこまがたけ)

○
(7km)

検討不要 ○*1 ○*1

火山名

敷地から
の

離隔
(km)

設計対応不可能な火山事象

火砕物
密度流

溶岩流
岩屑なだれ，
地滑り及び
斜面崩壊

新しい火口
の開口

地殻変動

検討対象となる火山の敷地からの離隔

160km以内
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地質調査 約5cm以下（パッチ状）
※１

文献調査 0cm～5㎝*4*5

地質調査 約5cm※１

文献調査 10㎝以下*4*5*6

地質調査 約43cm（敷地内）※２

文献調査 20㎝～50cm*8

地質調査 約1cm※１

文献調査 ほぼなし*4

地質調査 約21cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約3cm※１

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約20㎝（パッチ状）

文献調査 0cm～10㎝*4*7

地質調査 約29cm

文献調査 30cm以下*8

地質調査 約3㎝以下（パッチ状）
※１

文献調査 5cm～10㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝～5㎝*4

地質調査 未確認

文献調査 0cm以上*4

地質調査 層厚不明瞭

文献調査 15cm以上*4

地質調査 未確認

文献調査 0㎝〜2㎝*4

地質調査 約10cm

文献調査 20cm～30㎝*4

地質調査 約7cm

文献調査 －

地質調査 約11cm

文献調査 －

地質調査 約12cm

文献調査 －

地質調査 約10cm

文献調査 －
Dテフラ － 給源不明 －

Cテフラ － 給源不明 － －

Bテフラ － 給源不明 － －

給源
不明

Aテフラ － 給源不明 － －

－

(44～42)*4 支笏カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

現在は後カルデラ火山
の活動が継続

洞爺火山灰
（Toya） (115～112)*4 洞爺カルデラ ×

現在は後カルデラ火山
の活動が継続

鬼界葛原テフラ
（K-Tz） (95)*4 鬼界カルデラ ×

半径
160km
外

白頭山苫小牧

テフラ
（B-Tm）

(1)*4 白頭山

×
現在は後カルデラ期

が継続

オレンジ
テフラ（Or-P）

(約170)
十和田

（先カルデラ期）

○ －

姶良Tnテフラ
（AT） (30～28)*4 姶良カルデラ ×

現在は後カルデラ火山
の活動が継続

×
現在は後カルデラ期

が継続

阿蘇４テフラ (90～85)*4 阿蘇カルデラ ×
現在は後カルデラ火山

の活動が継続

支笏第1テフラ
(Spfa-1)

○

十和田切田
テフラ（To-KR） (36)*2

十和田
（カルデラ形成期）

×
現在は後カルデラ期

が継続

十和田八戸
テフラ（To-HP） (15.5)*3

十和田
（カルデラ形成期）

×
現在は後カルデラ期

が継続

○ －

十和田中掫
テフラ（To-Cu） (6.2)*2

十和田
（後カルデラ期）

各降下火砕物
の諸元

半径
160km
内

十和田a
テフラ（To-a） AD915*1

十和田
（後カルデラ期）

十和田レッド
テフラ(To-Rd) (61)*2

十和田
（カルデラ形成期）

－

濁川テフラ
（Ng） (15)*4 濁川カルデラ ×

将来の活動可能性が
十分に小さい火山

○ －

甲地軽石
（WP）

(280～180) 北八甲田火山群

現状における
同規模の噴火の可能性

(○：有り、×：可能性は十分小さい)

各降下火砕物の最大層厚

手法
敷地及び敷地近傍

最大層厚

敷地と
火山の
距離

敷地及び敷地近傍で
確認される
主な降下火砕物

年代
(ka)

噴出源
():該当噴火の活動時期

添３－ト第４表 評価対象とする降下火砕物の選定及び諸元 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*1：中野ほか編（2013）(１)，*2：工藤ほか（2019）(48)，*3：工藤ほか（2011）(11)，*4：町田・新井（2011）(９)，*5：Hayakawa（1985）(10)，*6：早川（1983）(49)，*7：工藤（2005）(33)，*8：工藤

ほか（2004）(30) 

※１：文献の等層厚線図によると敷地及び敷地近傍でも堆積が予想されるものの地質調査からは確認出来ないため，その周辺での層厚を記載 

※２：再堆積を含む 
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添３－ト第５表 降下火砕物シミュレーションの主な入力パラメータ 

 

想定 

噴火規模 
パラメータ 単位 値 設定根拠等 

甲地軽石 

噴出物量 kg 8.25×1012 

工藤ほか（2004）(30)の甲地軽石の噴出量：

3.3DREkm3，マグマ密度：2.5t/m3に基づき設

定 

噴煙柱高度 m 25,000 再現解析の結果に基づき設定 

粒径 

最大 
φ 

(2-φmm) 

-10 

(1.02×103mm) 
Tephra2 推奨値 

最小 
φ 

(2-φmm) 

10 

(9.77×10-4mm) 
Tephra2 推奨値 

中央 
φ 

(2-φmm) 

-3 

(8mm) 
再現解析の結果に基づき設定 

標準偏差 φ 2.5 再現解析の結果に基づき設定 

岩片密度 t/m3 2.6 Tephra2 推奨値 

軽石粒子密度 t/m3 1.0 Tephra2 推奨値 

渦拡散係数 m2/s 0.04 萬年（2013）(50)に基づき設定 

拡散係数 m2/s 75,000 再現解析の結果に基づき設定 

Fall Time 

Threshold 
s 3,600 萬年(2013)(50)に基づき設定 

給源 

X座標 

（UTM：

54N） 

m 489,622 

大岳山頂の UTM 座標 
Y座標 

（UTM：

54N） 

m 4,500,900 

標高 m 1,584 大岳山頂の標高 

風 

月別平年値の風 ※ 
気象庁の 1981～2010年の 30年間の観測値 

の平均をもとに算出（秋田地方気象台） 

風向の不確かさの風 

ワイオミング大学の HP 上の 1973～2018年 

の秋田地方気象台の高層気象観測データを 

用いて，敷地方向の風を抽出し作成 

標高 

データ 
500m メッシュ 

国土地理院の数値地図 50m を 

解析用に 500m メッシュに変換 

  
※ 「火山防災マップ作成指針」（内閣府ほか，2013）(51)によると，シミュレーションに用いる風向・風速は，気象庁ホームページの気象

庁統計情報にある過去の気象データ検索（高層）で紹介されている月平均値を使うと良いとされており，この月平均値の風は，気象

観測統計指針（気象庁，2018）(52)において「その時々の気象や天候を評価する基準」として示されている月別平年値の風に相当する。 
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添３－ト第１図 地理的領域内の第四紀火山 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 
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添３－ト第２図 地理的領域内の火山地質図 

（中野ほか編（2013）(１)に基づき作成） 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 
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※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第３図 十和田における過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（中川ほか（1972）(53)，土井（1993）(54)，村岡ほか（1991）(55)，大沢

ほか（1993）(56)，大沢・須田（1978）(57)，町田・新井（2011）(９)，長

森ほか（2013）(58)に基づき作成）  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 



 

３－ト－55 

 

 

 

 

※到達可能性範囲は，火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし，円を描いた。 

 

 

 

 

添３－ト第４図 八甲田カルデラにおける過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

（村岡・高倉（1988）(28)，村岡ほか（1991）(55)，大沢ほか（1993）(56)， 

青森県史編さん自然部会（2001）(59)，長森ほか（2013）(58)，工藤ほか

（2019）(48)に基づき作成） 

  

※ 

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R 1JHs 1383 

敷地 

八甲田カルデラ 
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添３－ト第５図 十和田の階段ダイアグラム及び噴火前休止期間の 

時間変化 

（工藤ほか（2011）(11)に基づき作成） 

  

十和田八戸火砕流 
を噴出した噴火 

十和田大不動火砕流 
を噴出した噴火 

十和田奥瀬火砕流 
を噴出した噴火 



 

３－ト－57 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

添３－ト第６図 十和田の階段ダイアグラム 

（Yamamoto et al.（2018）(12)に基づき作成） 

噴火エピソードＱ：十和田奥瀬火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＮ：十和田大不動火砕流を噴出した噴火 

噴火エピソードＬ：十和田八戸火砕流を噴出した噴火 

※Yamamoto et al.（2018）(12)の階段ダイアグラムより，各噴火エピソードの 

年代値・噴出量を当社が読み取り，噴出率は当社が算定した。 

（11） 
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添３－ト第７図(１) 巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10図に示す） 
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添３－ト第７図(２)  巨大噴火に伴う火砕流堆積物に着目した地質柱状図 

（各調査地点の位置は添３－ト第８図及び添３－ト第 10図に示す）
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添３－ト第８図 十和田大不動火砕流堆積物の分布及び 

十和田切田テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す） 

（土井（1993）(54)及び町田･新井（2011）(９)に基づき当社が作成） 
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添３－ト第９図 敷地内（Ｌｏｃ．26）における十和田八戸火砕流堆積物及び十和田大不動火砕流堆積物の状況 
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添３－ト第 10 図 十和田八戸火砕流堆積物の分布及び 

十和田八戸テフラの等層厚線図 

（各調査地点の地質柱状図は添３－ト第７図に示す） 

 

（土井（1993）(54)，村岡ほか（1991）(55)，大沢ほか（1993）(56)，大沢・須田（1978）(57)及び町田･新井（2011）(９)

に基づき当社が作成） 
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添３－ト第 11 図 Nakajima et al.（2001）(16)の 

地震波トモグラフィ解析結果 

（Nakajima et al.（2001）(16)に加筆） 
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添３－ト第 12 図 中島（2017）(17)の地震波トモグラフィ解析結果 

（中島（2017）(17)に加筆）  

※(a)～(c)の解析結果は Nakajima et al. （2001）(16)と同じ 
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添３－ト第 13 図(１) 防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」 

の地震波トモグラフィ解析結果 

（防災科学技術研究所 HP 上の「日本列島下の三次元地震波速度構造（海域拡大 2019 年版）」地震波トモグラフィ解析結果の

公開データを基に当社が作図（解析手法等は Matsubara et al.（2019）(18)に記載）） 




